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《省略用語例等》 

 

１ この情報において使用した省略用語は、それぞれ次に掲げる法令を示す。 

措置法……………租税特別措置法（昭和 32年法律第 26号） 

措置法令…………租税特別措置法施行令（昭和 32年政令第 43 号） 

措置法規則………租税特別措置法施行規則（昭和 32 年大蔵省令第 15号） 

措置通……………租税特別措置法（相続税法の特例関係）の取扱いについて（法令解釈通達）

（昭和 50年 11 月４日付直資２－224 ほか２課共同） 

 

２ この情報における次の表の左欄の用語の意義は、それぞれ同表の右欄の措置法の規定に規定

するところによる。 

用語 規定 

対象受贈非上場株式等 措置法第 70 条の７第１項 

認定贈与承継会社 措置法第 70 条の７第２項第１号 

経営承継受贈者 措置法第 70 条の７第２項第３号 

経営贈与承継期間 措置法第 70 条の７第２項第６号 

対象非上場株式等 措置法第 70 条の７の２第１項 

認定承継会社 措置法第 70 条の７の２第２項第１号 

経営承継相続人等 措置法第 70 条の７の２第２項第３号 

経営承継期間 措置法第 70 条の７の２第２項第６号 

対象相続非上場株式等 措置法第 70 条の７の４第１項 

認定相続承継会社 措置法第 70 条の７の４第２項第１号 

経営相続承継受贈者 措置法第 70 条の７の４第２項第３号 

経営相続承継期間 措置法第 70 条の７の４第２項第５号 

特例対象受贈非上場株式等 措置法第 70 条の７の５第１項 

特例認定贈与承継会社 措置法第 70 条の７の５第２項第１号 

特例経営承継受贈者 措置法第 70 条の７の５第２項第６号 

特例経営贈与承継期間 措置法第 70 条の７の５第２項第７号 

特例対象非上場株式等 措置法第 70 条の７の６第１項 

特例認定承継会社 措置法第 70 条の７の６第２項第１号 

特例経営承継相続人等 措置法第 70 条の７の６第２項第７号 

特例経営承継期間 措置法第 70 条の７の６第２項第６号 

特例対象相続非上場株式等 措置法第 70 条の７の８第１項 

特例認定相続承継会社 措置法第 70 条の７の８第２項第２号 

特例経営相続承継受贈者 措置法第 70 条の７の８第２項第１号 

特例経営相続承継期間 措置法第 70 条の７の８第２項第５号 

 

 



 5 

《特例措置の概要等》 

 

（問１）非上場株式等についての相続税・贈与税の納税猶予及び免除に係る一般措置と特例措置と

の違い 

（問）平成 30年度税制改正では、非上場株式等についての贈与税・相続税の納税猶予及び免除に

ついて、これまでの一般措置（措置法第 70条の７から第 70条の７の４までの措置をいう。

以下同じ。）に加え、新たに特例措置（措置法第 70条の７の５から第 70 条の７の８までの措

置をいう。以下同じ。）が講じられたが、制度上どのような違いがあるのか。 

 

（答） 

 特例措置も納税の猶予という基本的な仕組みは一般措置と同様であるが、制度上、主として以下

の表のような違いがある。 

  特例措置（注１） 一般措置（注２）  

事前の 
計画策定等 

５年以内の特例承継計画の提出 

不要 

 

 

 

適用期限 

10 年以内の贈与・相続等 

なし 

 

 

 

対象株数(注３) 全て(注３) 総株式数(注３)の最大３分の２まで  

納税猶予割合 100％ 相続： 80％、贈与：100％  

承継パターン 複数の株主から最大３人の後継者 複数の株主から１人の後継者  

雇用確保要件 弾力化 
承継後５年間 

平均８割の雇用維持が必要 

 

事業の継続が困
難な事由が生じ
た場合の免除 

譲渡対価の額等に基づき再計算した
猶予税額を納付し、従前の猶予税額と
の差額を免除 

なし 
（猶予税額を納付） 

 

(注)１ 特例措置に係る措置は以下のとおり。 

イ 非上場株式等についての贈与税の納税猶予及び免除の特例（措置法 70 の７の５）（以下「贈与税の納税猶

予の特例措置」という。） 

ロ 非上場株式等についての相続税の納税猶予及び免除の特例（措置法 70 の７の６）（以下「相続税の納税猶

予の特例措置」という。） 

ハ 非上場株式等の特例贈与者が死亡した場合の相続税の課税の特例（措置法 70 の７の７） 

ニ 非上場株式等の特例贈与者が死亡した場合の相続税の納税猶予及び免除の特例（措置法 70 の７の８）（以

下「贈与者が死亡した場合の相続税の納税猶予の特例措置」という。） 

２ 一般措置に係る措置は以下のとおり。 

   イ 非上場株式等についての贈与税の納税猶予及び免除（措置法 70 の７）（以下「贈与税の納税猶予の一般措

置」という。） 

ロ 非上場株式等についての相続税の納税猶予及び免除（措置法 70 の７の２）（以下「相続税の納税猶予の一

般措置」という。） 

ハ 非上場株式等の贈与者が死亡した場合の相続税の課税の特例（措置法 70 の７の３） 

ニ 非上場株式等の贈与者が死亡した場合の相続税の納税猶予及び免除（措置法 70 の７の４）（以下「贈与者

が死亡した場合の相続税の納税猶予の一般措置」という。） 

  ３ 議決権に制限のない株式等に限る。 

平成 30 年４月１日から 
平成 35 年３月 31 日まで 

平成 30 年１月１日から 
平成 39 年 12 月 31 日まで 
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（参考）特例措置の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（解説） 

１ 概要 

平成 30 年度税制改正では、非上場株式等についての贈与税・相続税の納税猶予及び免除につい

て、一般措置に加え、特例措置が新たに創設された。この特例措置も、①受贈者又は相続人若しく

は受遺者（以下「相続人等」という。）が、中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律（以

下「円滑化法」という。）第 12 条第１項の規定に基づく都道府県知事の認定（以下「円滑化法認

定」という。）を受けている非上場会社の株式又は出資（以下「株式等」という。）を贈与又は相続

若しくは遺贈（以下「相続等」という。）により取得した場合に、②その株式等に係る贈与税又は

相続税について、一定の要件のもと、その納税を猶予し、③受贈者又は相続人等の死亡などの一

定の事由が生じたときは、その納税が猶予されている贈与税又は相続税の納付が免除されるとい

う基本的な仕組みについては、一般措置と同様である。 

ただし、以下のような制度上の違いが設けられている。 

 

２ 事前の計画策定等 

上記１のとおり、特例措置も一般措置もその適用の前提として円滑化法認定を受ける必要があ

るが、特例措置に関し円滑化法認定を受けるに当たっては、中小企業における経営の承継の円滑

化に関する法律施行規則（以下「円滑化省令」という。）第 16 条第１項に規定する特例承継計画

（以下「特例承継計画」という。）を都道府県知事に提出しその確認（円滑化省令 17①一。以下「特

例承継計画の確認」という。）を受けていることがその要件とされている（円滑化省令６①十一等）。 

なお、この特例承継計画については、平成 30年４月１日から平成 35年３月 31日までに都道府

県知事に提出し、その確認を受けなければならないこととされている（円滑化省令 17②）。 

 

３ 適用期限 

特例措置については、平成 30 年１月１日から平成 39 年 12 月 31 日までの贈与又は相続等によ

る非上場株式等の取得が要件とされているが（措置法 70 の７の５①、70 の７の６①）、一般措置

猶予税額が免除される「死亡」以外の例
○ 会社の倒産
○ 後継者への贈与
○ 同族関係者以外の者に株式等を全部譲渡した場合
（譲渡対価等を上回る税額を免除）
○ 民事再生計画の認可決定等があった場合
（再計算後の猶予税額等を上回る税額を免除）

「中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律」に基づく関与

事業の継続

・代表者であること
・株式等の保有継続

等

都道府県知事の認定

・会社、後継者※に関する
要件の判定

贈

与

申

告

期

限

５年間

株式等の

保有継続等

贈与者の死
亡等

Ｈ35.3.31までに、
都道府県知事へ
「特例承継計画」
を提出・確認

※３人まで

（一般措置：５年間平均８割維持）

〇 事業の継続が困難となった場合において、株式の
譲渡・Ｍ＆Ａ（合併等）があったとき（再計算後の猶予
税額等を上回る税額を免除）

※雇用要件は弾力化

（一般措置：不要） （一般措置：１人）

（一般措置：なし）

○ 議決権株式等の に対応する贈与税の

納税を猶予

○ 発行済議決権株式等の
が対象

要件を満たさなくなった場合 株式等を譲渡等した場合申告・担保提供

猶予税額
の免除

特例措置は、H30.1.1～
H39.12.31の贈与が対象

（一般措置：２/３まで）

１００％

全て

やむを得ない理由が
あるなど一定の場合

「免除対象贈与」
の場合には、一
定部分の猶予税
額が免除

猶予税額の全部
又は一部と利子
税を納付

「免除対象贈与」
の場合には、一
定部分の猶予税
額が免除

（

５
年

経
過

後

）
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にはこのような適用期限は設けられていない。 

なお、「贈与者が死亡した場合の相続税の納税猶予の特例措置」（措置法 70 の７の８）は、「贈

与税の納税猶予の特例措置」（措置法 70 の７の５）の適用を受けている者に係る贈与者が死亡し

た場合に相続税の納税を猶予するものであるが、この場合の贈与者の死亡については、適用期限

は設けられていない（問 37 参照）。 

 (注) 既に特例措置又は一般措置の適用を受けている者が、その適用に係る会社と同一の会社の非上場株式等を

贈与又は相続等により取得する場合には、経営承継期間等の末日までに贈与税又は相続税の申告書の提出期

限が到来するものが対象となる（問 15 参照）。 

 

４ 対象株数 

  一般措置については、適用対象となる株式等の数について、会社の発行済株式又は出資（議決

権に制限のない株式等に限る。）の総数又は総額の３分の２までという上限が設けられているが

（措置法 70 の７①、70の７の２①、70 の７の４①）、特例措置にはこのような上限はなく、会社

の発行済株式又は出資（議決権に制限のない株式等に限る。）の全てが対象となる。 

 

５ 納税猶予割合 

  一般措置については、その対象となる非上場株式等に対応する相続税の 80％（贈与税は 100％）

が猶予されるが、特例措置については、相続税・贈与税ともその 100％が猶予される。 

 

６ 承継パターン 

  一般措置については、後継者は１人に限られるが（措置法 70 の７②三、70 の７の２②三）、特

例措置については、最大３人の後継者が適用の対象となる（措置法 70 の７の５②六、70 の７の６

②七）。なお、贈与者及び被相続人については、いずれも１人に限られない。 

 

７ 雇用確保要件 

  一般措置については、承継後５年間平均で贈与時（相続時）の雇用の８割を維持することが納

税猶予の継続の要件（雇用確保要件）とされているが（措置法 70 の７③二、70の７の２③二、70

の７の４③）、特例措置については、このような要件は設けられていない。 

  ただし、円滑化省令では、特例措置について雇用確保要件を満たすことができなかった場合に

は、その理由等を記載した報告書を都道府県知事に提出し、その確認を受けなければならないこ

ととされており（円滑化省令 20）、当該報告書の写し及び当該報告書に係る都道府県知事の確認書

の写しは、特例措置に係る継続届出書に添付することとされている（措置法規則 23 の 12 の２⑮

六等）。 

したがって、これらの書類の提出がない場合には、納税の猶予に係る期限が確定することとな

るが（措置法 70 の７の５⑧等）、その提出があれば雇用の確保ができなかった場合でも納税の猶

予が継続されることとなり、特例措置については雇用確保要件が「弾力化」されている。 

 

８ 事業の継続が困難な事由が生じた場合の免除 

  特例措置については、特例経営贈与承継期間等の経過後に、会社の事業の継続が困難な一定の事

由が生じた場合に特例措置の適用に係る非上場株式等を譲渡等したときは、その対価の額（譲渡等

の時の価額の２分の１が下限となる。）を基に猶予税額を再計算し、その再計算した金額と一定の配

当等の金額との合計額が当初の猶予税額を下回る場合には、その差額を免除するなどの措置が設け

られているが（措置法70の７の５⑫～⑲等）、一般措置には、このような免除措置はない。 
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（問２）相続開始後の特例承継計画の提出 

（問）Ｘ株式会社の代表者である甲は、Ａを後継者にしたいと考え、特例承継計画の策定に取り

組んでいたが、その提出前の平成 31 年に死亡した。 

   甲の死亡に係る遺産分割により、ＡはＸ株式会社の株式を取得することとなったが、甲の

死亡前に特例承継計画を提出していないため、Ａは「相続税の納税猶予の特例措置」の適用

を受けることはできないのか。 

 

（答） 

 Ａは、所要の要件を満たすことで、「相続税の納税猶予の特例措置」の適用を受けることができる。 

 

（解説） 

１ 「相続税の納税猶予の特例措置」の適用を受けるためには、その会社につき、円滑化法認定を受

ける必要があるが（措置法 70の７の６②一）、円滑化省令では、その円滑化法認定の前提として、

特例承継計画を都道府県知事に提出し、その確認を受けることを要件としている。 

 

２ この特例承継計画については、円滑化省令において、平成 30 年４月１日から平成 35年３月 31

日までの間に提出することが必要とされているが（円滑化省令 17②）、相続開始前に提出すること

までは、要件とされていない。 

 

３ したがって、特例承継計画の提出は、相続開始後であっても可能であり、当該特例承継計画に

つき都道府県知事の確認を受けるとともに、円滑化法の認定を受けた上で、相続税の申告書をそ

の提出期限までに提出するなど、所要の要件を満たしたときは、Ａは甲から取得したＸ株式会社

の株式につき「相続税の納税猶予の特例措置」の適用を受けることができることとなる。 

 (注)１ 円滑化法認定を受けるためには、相続開始後８月以内に申請を行うことが必要とされている（円滑化省令

７⑦）。 

   ２ 特例承継計画を平成 35 年３月 31 日までに都道府県知事に提出する必要があることは、相続開始後に提出

する場合であっても同様である。 

 

４ なお、事後的な特例承継計画の提出が可能な点は、贈与の場合も同様である。 
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（問３）特例措置の対象となる株式等の種類 

（問）甲は、Ｘ株式会社の株式の全てを有しているが、そのうちには、完全議決権株式（議決権

に制限のない株式）のほか、一部制限株式（議決権を行使できる事項の一部について制限が

ある株式）と完全無議決権株式（議決権を行使できる事項の全部について制限がある株式）

がある。 

甲はこれらの全てをＡに贈与することを考えているが、この場合、Ａはこれら株式の全て

について、「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用を受けることができるか。 

 

（答） 

 Ａは、これらの株式のうち、「完全議決権株式」についてのみ「贈与税の納税猶予の特例措置」の

適用を受けることができ、「一部制限株式」及び「完全無議決権株式」については、その適用を受け

ることができない。 

 

（解説） 

１ 「贈与税の納税猶予の特例措置」について規定する措置法第 70条の７の５第１項は、納税猶予

の対象となる贈与税について、「…特例贈与者が、特例経営承継受贈者に当該特例認定贈与承継会

社の非上場株式等の贈与…をした場合において…当該非上場株式等…に係る納税猶予分の贈与税

額に相当する贈与税」と規定しているところ、同項における「非上場株式等」は、議決権に制限の

ないものに限られている（措置法 70 の７の５①）。 

(注) 対象となる株式等が議決権に制限のないものに限られるのは、他の特例措置（措置法 70 の７の６、70 の７

の８）及び一般措置（措置法 70 の７、70 の７の２、70 の７の４）についても同様である。 

 

 

２ したがって、Ａが「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用を受けることができる株式は、「議決

権に制限のない株式」である完全議決権株式に限られることとなる。 

 

３ なお、会社法第 466 条の規定に基づき定款を変更し、「一部制限株式」及び「完全無議決権株式」

を「完全議決権株式」とした後において、これらの株式を贈与した場合には、当該株式は議決権に

制限のない株式として、「贈与税の納税猶予の特例措置」の対象となる。 

 

 

（参考）特例措置の適用要件の判定を行う場合の対象となる株式等の種類 

次の各規定による特例措置の適用要件の判定については、議決権に制限のない株式等のほか、

一部制限株式等もその対象となる。 

⑴ 特例経営承継受贈者の要件の判定に係る措置法第 70 条の７の５第２項第６号ハ及びニの「議

決権の数」及び「総株主等議決権数」 

⑵ 特例贈与者の要件の判定に係る措置法令第 40条の８の５第１項第１号イ及びロの「議決権の

数」及び「総株主等議決権数」 

⑶ 特例認定贈与承継会社の要件の判定に係る措置法令第 40 条の８の５第８項において準用す

る措置法令第 40 条の８第９項の「総数又は総額」及び「数又は金額」 
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（問４）特例措置における雇用確保要件について 

（問）特例措置においては、雇用の確保ができなかった場合に納税猶予の期限が確定することは、

全くないのか。 

 

（答） 

 特例措置においては、一般措置と同様の雇用確保要件は設けられていない。 

ただし、雇用の確保ができなかった場合に円滑化省令の規定に基づき都道府県知事に提出する報

告書及び都道府県知事の確認書については、その写しを納税猶予の継続届出書に添付して提出する

こととされているため、その提出ができなかった場合には、納税猶予の期限が確定することとなる。 

 

（解説） 

１ 特例措置では、納税猶予に係る期限の確定について一般措置の各規定を準用しているが、その

規定からは、承継後５年間平均で贈与時（相続時）の雇用の８割を維持するという雇用の確保に

関する確定事由（措置法 70 の７③二、70 の７の２③二、70 の７の４③）の規定が除かれている

（措置法 70 の７の５③、70 の７の６③、70の７の８③）。 

  つまり、特例措置においては、一般措置と同様の雇用確保要件は設けられていない。 

 

２ ただし、特例措置は円滑化法認定をその前提としているところ、円滑化省令では、雇用確保要

件を満たすことができなかった場合には、その理由を記載した報告書（注）を都道府県知事に提出

し、その確認を受けなければならないこととされている（円滑化省令 20）。 

 (注) この報告書は、その理由について認定経営革新等支援機関の所見の記載があり、当該理由が経営状況の悪化

である場合又は当該認定経営革新等支援機関が正当なものと認められないと判断したものである場合には、当

該認定経営革新等支援機関による経営力向上に係る指導及び助言を受けた旨が記載されているものに限られ

る（円滑化省令 20③）。 

 

３ そして、この報告書の写し及び当該報告書に係る都道府県知事の確認書の写しは、特例措置に

係る継続届出書に添付することとされている（措置法規則 23 の 12 の２⑮六、23の 12 の３⑮六、

23 の 12 の５⑮）。 

したがって、これらの書類の提出がない場合には、納税の猶予に係る期限が確定することとな

る（措置法 70の７の５⑧、70の７の６⑨、70 の７の８⑧）。 
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（問５）一般措置と特例措置の適用関係（その１）：一般措置の適用を受けている者が他の者から受

ける贈与 

（問）Ａは、父（甲）からＸ株式会社の株式の贈与を受け、「贈与税の納税猶予の一般措置」の適

用を受けているが、このたび、母（乙）からもＸ社株式の贈与を受けることとなった。 

Ａは、乙からの贈与について「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用を受けることができ

るか。 

 

（答） 

 Ａは、乙からの贈与について「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用を受けることはできない。 

 

（解説） 

１ 「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用対象となる特例経営承継受贈者は、その会社の非上場

株式等について「贈与税の納税猶予の一般措置」（措置法 70 の７①）、「相続税の納税猶予の一般

措置」（措置法 70 の７の２①）又は「贈与者が死亡した場合の相続税の納税猶予の一般措置」（措

置法70の７の４①）の適用を受けていないことが要件とされている（措置法70の７の５②六ト）。 

   

２ したがって、Ｘ社株式について「贈与税の納税猶予の一般措置」の適用を受けているＡは、乙か

らの贈与について「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用を受けることはできない。 

 

３ なお、乙からの贈与が、経営贈与承継期間の末日までに贈与税の申告書（相続税法第 28 条第１

項に規定する期限内申告書をいう。以下同じ。）の提出期限が到来する贈与である場合には、Ａは

所要の要件を満たすことで「贈与税の納税猶予の一般措置」の適用を受けることができる（問 56

参照）。 

 

(注)１ 上記は、「相続税の納税猶予の一般措置」の適用を受けている経営承継相続人等が、その適用に係る会社の

非上場株式等を贈与又は相続等により取得した場合も同様である（措置法 70 の７の６②七ホ）。 

２ 特例措置の適用を受けている者が、その適用に係る会社の非上場株式等を贈与又は相続等により取得した

場合、その者は当該非上場株式等について一般措置の適用を受けることはできない（措置法 70 の７②三ト、

70 の７の２②三ホ） 
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（問６）一般措置と特例措置の適用関係（その２）：一般措置の適用を受けている者が行う免除対象

贈与 

（問）甲はＸ株式会社の株式の贈与を受け、「贈与税の納税猶予の一般措置」の適用を受けていた

が、このたび、経営贈与承継期間が経過したことから、後継者である乙に当該株式を贈与し、

猶予税額の免除を受けた。 

この場合に贈与を受けた乙は、贈与者である甲が「贈与税の納税猶予の一般措置」の適用

を受けているため、「贈与税の納税猶予の一般措置」の適用しか受けることができないのか。 

 

（答） 

 乙は、甲からの贈与について「贈与税の納税猶予の一般措置」又は「贈与税の納税猶予の特例措

置」の適用を受けることができる。 

 

（解説） 

１ 「贈与税の納税猶予の一般措置」の適用を受けている経営承継受贈者は、経営贈与承継期間の

末日の翌日以後に措置法第 70 条の７第１項の規定の適用を受ける対象受贈非上場株式等につい

て一定の贈与（以下「免除対象贈与」という。）をした場合には、その贈与をした対象受贈非上場

株式等に対応する贈与税の免除を受けることができる（措置法 70 の７⑮三）。 

 

２ そして、この免除対象贈与は、「贈与税の納税猶予の一般措置」の適用に係る贈与だけでなく、

「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用に係る贈与も対象とされている（同号）。 

 

３ したがって、乙は所要の要件を満たすことで、甲からの贈与について「贈与税の納税猶予の特

例措置」の適用を受けることもできる。 

 

４ なお、他の一般措置（措置法 70の７の２、70の７の４）の適用を受けている者が免除対象贈与

を行う場合、また、特例措置（措置法 70 の７の５、70 の７の６、70 の７の８）の適用を受けて

いる者が免除対象贈与を行う場合についても、上記と同様に、「贈与税の納税猶予の一般措置」又

は「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用に係る贈与によることができる（措置法 70の７の２⑯

二、70 の７の４⑫、70の７の５⑪、70の７の６⑫、70の７の８⑪）。 
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（問７）一般措置と特例措置の適用関係（その３）：贈与者が死亡した場合 

（問）乙は、甲からＸ株式会社の株式の贈与を受け、「贈与税の納税猶予の一般措置」の適用を受

けていたが、このたび甲が死亡した。 

当該株式については乙が甲から相続により取得したものとみなされることとなるが、この

際、乙は甲に係る相続税について「贈与者が死亡した場合の相続税の特例措置」の適用を受

けることができるか。 

 

（答） 

 乙は、「贈与者が死亡した場合の相続税の特例措置」の適用を受けることはできない。 

 

（解説） 

１ 「贈与税の納税猶予の一般措置」の適用を受けている経営承継受贈者に係る贈与者が死亡した

場合、当該経営承継受贈者は、措置法第 70 条の７の３第１項の規定により、その適用に係る対象

受贈非上場株式等を当該贈与者から相続（当該経営承継受贈者が当該贈与者の相続人以外の者で

ある場合には、遺贈。以下問７において同じ。）により取得したものとみなされる。 

 

２ 他方、「贈与者が死亡した場合の相続税の特例措置」は、「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用

を受けている特例経営承継受贈者に係る贈与者が死亡した場合において、措置法第 70 条の７の７

第１項の規定により相続により取得したものとみなされた特例対象受贈非上場株式等を、その対

象としている（措置法 70の７の８①）。 

 

３ したがって、「贈与税の納税猶予の一般措置」の適用を受けている乙は、「贈与者が死亡した場

合の相続税の特例措置」の適用を受けることはできないこととなる。 

 

４ なお、乙は、所要の要件を満たした場合には、「贈与者が死亡した場合の相続税の一般措置」の

適用を受けることができる。 

 （注）「贈与者が死亡した場合の相続税の一般措置」は、措置法第 70 条の７第１項の規定の適用を受けている者に

係る贈与者が死亡した場合において、措置法第 70 条の７の３第１項の規定により相続により取得したものと

みなされた対象受贈非上場株式等を、その対象としている。 
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（問８）一般措置と特例措置の適用関係（その４）：前の贈与者が死亡した場合 

（問）次の事例において甲が死亡した場合、丙は甲に係る相続税について「贈与者が死亡した場

合の相続税の一般措置」と「贈与者が死亡した場合の相続税の特例措置」のいずれの適用を

受けることができるか。 

〈事例〉 

×１年 甲（初代）は、乙（二代目）にＸ株式会社の株式を贈与し、乙は「贈与税の納税猶

予の一般措置」の適用を受けた。 

×11年 乙は、丙（三代目）に、当該株式の全てを贈与し、猶予税額が免除された。 

なお、丙は贈与により取得した株式につき「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用

を受けている。 

 

（答） 

 丙は、「贈与者が死亡した場合の相続税の特例措置」の適用を受けることができる。 

 

（解説） 

１ 「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用を受けている特例経営承継受贈者に係る贈与者の贈与

が免除対象贈与である場合において、当該贈与者の「前の贈与者」が死亡したときは、当該特例経

営承継受贈者は、当該前の贈与者から特例対象受贈非上場株式等を相続（当該特例経営承継受贈

者が当該前の贈与者の相続人以外の者である場合には、遺贈。以下問８において同じ。）により取

得したものとみなされ（措置法 70 の７の７②）、その取得したものとみなされた特例対象受贈非

上場株式等については、所要の要件を満たすことで、当該前の贈与者に係る相続税について「贈

与者が死亡した場合の相続税の特例措置」の適用を受けることができる（措置法 70の７の８①）。 

 

２ これは、「前の贈与者」が行った贈与が、「贈与税の納税猶予の一般措置」であるか「贈与税の納

税猶予の特例措置」であるかを問わず、同様である。 

 

３ したがって、「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用を受けている丙は、「前の贈与者」である甲

が行った贈与が「贈与税の納税猶予の一般措置」の適用に係るものである場合でも、甲に係る相

続税について「贈与者が死亡した場合の相続税の特例措置」の適用を受けることができる。 

 

４ なお、「贈与税の納税猶予の一般措置」の適用を受けている者については、前の贈与者が行った

贈与が「贈与税の納税猶予の特例措置」であったとしても、当該前の贈与者の死亡に係る相続税

について適用を受けることができるのは、「贈与者が死亡した場合の相続税の一般措置」となる（措

置法 70 の７の３②、70の７の４①）。 

（注）「前の贈与者」とは、次に掲げる場合の区分に応じそれぞれに定める者に（特例）対象受贈非上場株式等に係

る（特例）認定贈与承継会社の非上場株式等の贈与をした者をいう（措置法 70 の７の３②、70 の７の７②）。 

イ 贈与者に対する措置法第 70 条の７第１項又は第 70 条の７の５第１項の規定の適用に係る贈与が、免除対

象贈与である場合 （特例）対象受贈非上場株式等に係る（特例）認定贈与承継会社の非上場株式等の免除対

象贈与をした者のうち最初に措置法第 70 条の７第１項又は第 70 条の７の５第１項の規定の適用を受けた者 

ロ イに掲げる場合以外の場合 贈与者 
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（参考）前の贈与者が死亡した場合の適用関係 
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（問９）一般措置と特例措置の適用関係（その５）：残株の贈与 

（問）甲は、Ｘ株式会社の全株式（全て議決権に制限のない株式に該当する。）を有していたとこ

ろ、そのうちの３分の２を乙（子）に贈与し、乙は「贈与税の納税猶予の一般措置」の適用

を受けている。 

甲が残り３分の１のＸ株式会社の株式を、①乙に贈与した場合、又は②丙（子）に贈与を

した場合に、乙又は丙は「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用を受けることができるか。 

  (注) 一般措置の対象となる株式等については、発行済株式等の総数又は総額の３分の２までという上限が

ある。 

 

（答） 

 いずれの場合も「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用を受けることはできない。 

  

（解説） 

１ 乙が贈与を受けた場合 

⑴ 「贈与税の納税猶予の特例措置」に係る特例経営承継受贈者については、特例認定贈与承継

会社の非上場株式等について、「贈与税の納税猶予の一般措置」、「相続税の納税猶予の一般措置」

又は「贈与者が死亡した場合の相続税の納税猶予の一般措置」の適用を受けていないことが、

その要件の一つとされている（措置法 70 の７の５②六ト）。 

 

⑵ 問の事例の乙は、Ｘ株式会社の株式につき「贈与税の納税猶予の一般措置」の適用を受けて

いるため、甲から贈与されたＸ株式会社の株式について「贈与税の納税猶予の特例措置」の適

用を受けることはできない。 

(注) 「贈与税の納税猶予の一般措置」については、認定贈与承継会社の非上場株式等について、既にその適用

に係る贈与をしている者は、その対象となる贈与者から除かれているため、乙は、「贈与税の納税猶予の一

般措置」の適用を受けることもできない。 

 

２ 丙が贈与を受けた場合 

⑴ 丙は、乙と異なり、Ｘ株式会社の非上場株式等について「贈与税の納税猶予の一般措置」の適

用を受けていないことから、上記１⑴の場合には、該当しない。 

ただし、「贈与税の納税猶予の特例措置」に係る特例贈与者については、贈与の直前において、

その有する特例認定贈与承継会社の非上場株式等に係る議決権の数が、その者と特別の関係が

ある者（当該特例認定贈与承継会社の特例経営承継受贈者となる者を除く。）のうち、いずれの

者が有する当該非上場株式等に係る議決権の数をも下回らないことがその要件の一つとされて

いる（措置法 70 の７の５①、措置法令 40 の８の５①一ロ）。 

 

⑵ 問の事例では、乙がＸ株式会社の議決権の３分の２を有しており、甲の有する議決権の３分

の１を上回るため、甲は特例贈与者の要件を満たさず、丙は甲から贈与されたＸ株式会社の株

式について「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用を受けることはできない。 

  (注) 上記１⑵の(注)のとおり、丙も「贈与税の納税猶予の一般措置」の適用を受けることはできない。 
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（問 10）一般措置と特例措置の適用関係（その６）：残株の相続 

（問）甲は、Ｘ株式会社の全株式（全て議決権に制限のない株式に該当する。）を有していたとこ

ろ、そのうちの３分の２を乙（子）に贈与し、乙は「贈与税の納税猶予の一般措置」の適用

を受けている。 

このたび甲が死亡したが、残り３分の１のＸ株式会社の株式を、①乙が相続した場合、又

は②丙（子）が相続した場合に、乙又は丙は「相続税の納税猶予の特例措置」の適用を受け

ることができるか。 

(注) 一般措置の対象となる株式等については、発行済株式等の総数又は総額の３分の２までという上限が

ある。 

 

（答） 

 いずれの場合も「相続税の納税猶予の特例措置」の適用を受けることはできない。 

  

（解説） 

１ 乙が相続した場合 

⑴ 「相続税の納税猶予の特例措置」に係る特例経営承継相続人等については、特例認定承継会

社の非上場株式等について、「贈与税の納税猶予の一般措置」、「相続税の納税猶予の一般措置」

又は「贈与者が死亡した場合の相続税の納税猶予の一般措置」の適用を受けていないことが、

その要件の一つとされている（措置法 70 の７の６②七ホ）。 

 

⑵ 問の事例の乙は、Ｘ株式会社の株式につき「贈与税の納税猶予の一般措置」の適用を受けて

いるため、甲から相続したＸ株式会社の株式について「相続税の納税猶予の特例措置」の適用

を受けることはできない。 

 

⑶ なお、「贈与税の納税猶予の一般措置」の適用を受けているＸ株式会社の株式については、甲

が乙から相続により取得したものとみなされるが（措置法 70 の７の３①）、所要の要件を満た

すことで、「贈与者が死亡した場合の相続税の一般措置」の適用を受けることができる。 

(注) 乙が「贈与者が死亡した場合の相続税の一般措置」の適用を受ける場合には、乙は、甲から相続により取

得するＸ株式会社の株式について「相続税の納税猶予の一般措置」の適用を受けることはできない（措置

法 70 の７の４⑥）。 

 

２ 丙が相続した場合 

⑴ 丙は、乙と異なり、Ｘ株式会社の非上場株式等について「贈与税の納税猶予の一般措置」の適

用を受けていないことから、上記１⑴の場合には、該当しない。 

ただし、「相続税の納税猶予の特例措置」に係る特例被相続人については、相続の開始の直前

において、その有する特例認定承継会社の非上場株式等に係る議決権の数が、その者と特別の

関係がある者（当該特例認定承継会社の特例経営承継相続人等となる者を除く。）のうち、いず

れの者が有する当該非上場株式等に係る議決権の数をも下回らないこと、がその要件の一つと

されている（措置法 70の７の６①、措置法令 40の８の６①一ロ）。 

 

⑵ 問の事例では、乙がＸ株式会社の議決権の３分の２を有しており、甲の有する議決権の３分
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の１を上回るため、甲は特例被相続人の要件を満たさず、丙は甲から相続により取得したＸ株

式会社の株式について「相続税の納税猶予の特例措置」の適用を受けることはできない。 

  (注) 「相続税の納税猶予の一般措置」に係る被相続人についても、上記２⑴と同様の要件があるため（措置法

70 の７の２①、措置法令 40 の８の２①一ロ）、丙はその適用を受けることもできない。 
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（問 11）一般措置と特例措置の適用関係（その７）：「特定受贈同族会社株式等・特定同族株式等に

ついての相続税の納税猶予の適用に関する届出書」を提出している場合 

（問）Ａは、平成 20 年に、甲から相続時精算課税に係る贈与により甲株式会社の株式（特定受贈

同族会社株式等に該当する。）を取得した。 

その後、平成 21 年度税制改正により納税猶予の一般措置が創設されたことから、甲の死亡

の際には、その適用を受けたいと考え、当該株式につき、「特定受贈同族会社株式等・特定同

族株式等についての相続税の納税猶予の適用に関する届出書」を平成 22 年３月 31 日までに

税務署長に提出している。 

   このたび、甲が死亡したが、Ａは甲の死亡に係る相続税について、「相続税の納税猶予の特

例措置」の適用を受けることができるか。 

   なお、Ａは、所得税法等の一部を改正する法律（平成 21年法律第 13 号。以下「平成 21 年

改正法」という。）附則第 64条第２項に掲げるすべての要件を満たしている。 

 

（答） 

Ａは、甲の相続につき「相続税の納税猶予の一般措置」の適用のみ可能であり、「相続税の納税猶

予の特例措置」の適用を受けることはできない。 

 

（解説） 

１ 納税猶予の一般措置は、平成 21年度税制改正により創設されたものであるが、その際、経過措

置として、平成 20 年 12 月 31 日以前に相続時精算課税の適用に係る贈与により取得した次の株式

等については、平成 22 年３月 31 日までに「特定受贈同族会社株式等・特定同族株式等について

の相続税の納税猶予の適用に関する届出書」を提出するなど、一定の要件を満たす場合には、当

該贈与者の死亡に係る相続税について、「相続税の納税猶予の一般措置」の適用を受けることがで

きることとされている（平成 21 年改正法附則 64②⑦） 

 ① 平成 21年改正前の措置法第 69 条の５第２項第８号に規定する「特定受贈同族会社株式等」 

② 平成 21 年改正前の措置法第 70条の７の３第３項第２号に規定する「特定同族株式等」 

 

２ ただし、上記１のとおり、平成 21 年改正法附則第 64 条第２項及び第７項は、「租税特別措置法

第 70条の７の２第１項の適用を受けることができる」と規定していることから、Ａが、届出書の

提出等を行っていたとしても、「相続税の納税猶予の特例措置」の適用を受けることはできない。 
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《非上場株式等についての贈与税の納税猶予の特例関係》 

 

（問 12）特例贈与者の要件（その１）：複数の贈与者から１人の後継者への贈与の場合 

（問）Ｘ株式会社の株式（発行済株式総数は 100 株であり、全て議決権に制限のない株式に該当

する。）を甲（父）が 60株、乙（母）が 30 株、その他（非同族）が 10 株保有している場合

において、甲及び乙が子Ａに保有株式の全てを次のとおり贈与した。 

この場合、甲及び乙は、特例贈与者に該当するか。 

  ① 甲が贈与を行った後に、乙が贈与を行う場合 

② 乙が贈与を行った後に、甲が贈与を行う場合 

(注)１ 甲・乙とも贈与の直前においてＸ株式会社の代表権を有していたが、贈与の時には退任している。 

  ２ いずれの贈与も平成 39 年 12 月 31 日までに行われている。 

 

（答） 

 ②の乙以外は特例贈与者に該当する。 

 

（解説） 

１ 「贈与税の納税猶予の特例措置」に係る特例贈与者の要件については、次に掲げる場合の区分

に応じ、それぞれに定めるとおりとされている（措置法令40の８の５①）。 

⑴ ⑵に掲げる場合以外の場合 措置法第70条の７の５第１項の規定の適用に係る贈与の時前に

おいて、特例認定贈与承継会社の代表権（制限が加えられた代表権を除く。イ及びロにおいて

同じ。）を有していた個人で、次に掲げる要件の全てを満たすもの 

イ 当該贈与の直前（当該個人が当該贈与の直前において当該特例認定贈与承継会社の代表権

を有しない場合には、当該個人が当該代表権を有していた期間内のいずれかの時及び当該贈

与の直前）において、当該個人及び当該個人と措置法第70条の７の５第２項第６号ハに規定

する特別の関係（以下「特別の関係」という。）がある者の有する当該特例認定贈与承継会社

の非上場株式等に係る議決権の数の合計が、当該特例認定贈与承継会社の同号ハに規定する

総株主等議決権数の100分の50を超える数であること（以下「同族過半要件」という。）。 

ロ 当該贈与の直前（当該個人が当該贈与の直前において当該特例認定贈与承継会社の代表権

を有しない場合には、当該個人が当該代表権を有していた期間内のいずれかの時及び当該贈

与の直前）において、当該個人が有する当該特例認定贈与承継会社の非上場株式等に係る議

決権の数が、当該個人と特別の関係がある者（当該特例認定贈与承継会社の特例経営承継受

贈者となる者を除く。）のうちいずれの者が有する当該非上場株式等に係る議決権の数をも下

回らないこと（以下「同族筆頭要件」という。）。 

ハ 当該贈与の時において、当該個人が当該特例認定贈与承継会社の代表権を有していないこ

と。 

⑵ 措置法第70条の７の５第１項の規定の適用に係る贈与の直前において、次に掲げる者のいず

れかに該当する者がある場合 特例認定贈与承継会社の非上場株式等を有していた個人で、同

項の規定の適用に係る贈与の時において当該特例認定贈与承継会社の代表権を有していないも

の 

イ 当該特例認定贈与承継会社の非上場株式等について、特例措置（措置法70の７の５①、70

の７の６①又は70の７の８①）の規定の適用を受けている者 
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ロ ⑴に定める者から措置法第70条の７の５第１項の規定の適用に係る贈与により当該特例認

定贈与承継会社の非上場株式等の取得をしている者（イに掲げる者を除く。） 

ハ 措置法令第40条の８の６第１項第１号に定める者から措置法第70条の７の６第１項の規定

の適用に係る相続又は遺贈により当該特例認定贈与承継会社の非上場株式等の取得をしてい

る者（イに掲げる者を除く。） 

 

２ 上記１の要件を、問の事例に当てはめると以下のとおりとなる。 

⑴ 設例①の場合 

イ 甲の贈与について 

甲の贈与の直前において、Ｘ株式会社の株式につき他に特例措置の適用を受けている

者等がないことから上記１の要件については同⑴の場合に該当するところ、設例①の甲

は上記１⑴イ～ハの要件の全てを満たす。したがって、甲は特例贈与者に該当する。 

  ロ 乙の贈与について 

乙の贈与の直前において、Ａは甲から措置法第70条の７の５第１項の規定の適用に係

る贈与によりＸ株式会社の株式を取得していることから、上記１の要件については、同⑵

ロの場合に該当するところ、贈与の時において代表権を有しない乙は、上記１⑵の要件を

満たす。したがって、乙は特例贈与者に該当する。 

なお、この場合に特例措置の対象となる贈与は、特例経営贈与承継期間の末日（甲から

の贈与に係る贈与税の申告書の提出期限の翌日から５年を経過する日）までに贈与税の

申告書の提出期限が到来するものに限られる。 

 

（参考）上記の判定の具体例 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 設例②の場合 

イ 乙の贈与について 

乙の贈与の直前においてＸ株式会社の株式につき他に特例措置の適用を受けている者

等がないことから、上記１の要件については同⑴の場合に該当するところ、乙の贈与の直

前における議決権数は30であり、甲の議決権数の60を下回ることから、乙は同族筆頭要件

を満たさず、上記１⑴の要件を満たさない。したがって、乙は特例贈与者に該当しない。 

 

  ロ 甲の贈与について 

    上記イのとおり、乙は特例贈与者に該当しないことから、Ａは特例措置の適用を受け

ることはできない。したがって、甲の贈与についての要件の判定は、上記⑴と同様とな

り、甲は特例贈与者に該当することとなる。 

Ｘ１年
１/１

Ｘ２年
１/１

Ｘ３年
１/１① 甲からの贈与 申告 ② 乙からの贈与 申告

４/１ １０/１
適用
あり

適用
あり

Ｘ社の株式につき
措70の７の５①の
適用を受けている
者等は無い

贈与者の要件は１⑴
により判定
⇒ 甲は、特例贈与者
に該当

Ｘ社の株式につき
措70の７の５①の
適用を受けている
者（Ａ）がある

贈与者の要件は１⑵
により判定
⇒ 乙は、特例贈与
者に該当
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（参考）上記の判定の具体例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ なお、上記は、Ｘ株式会社の株式の取得が相続等による場合における「相続税の納税猶予

の特例措置」の適用についても同様である。  

① 乙からの贈与 申告 ② 甲からの贈与 申告

４/１ １０/１
適用
なし

適用
あり

Ｘ１年
１/１

Ｘ２年
１/１

Ｘ３年
１/１

Ｘ社の株式につき
措70の７の５①の
適用を受けている
者等は無い

贈与者の要件は１⑴により
判定
⇒ 乙は１⑴ロを満たさず、
特例贈与者に非該当

Ｘ社の株式につき
措70の７の５①の
適用を受けている
者等は無い

贈与者の要件は１⑴
により判定
⇒ 甲は、特例贈与
者に該当
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（問 13）特例贈与者の要件（その２）：複数の贈与者から複数の後継者への贈与の場合 

（問）Ｘ株式会社の株式（発行済株式総数は 100 株であり、全て議決権に制限のない株式に該当

する。）を甲（父）が 60株、乙（母）が 30 株、その他（非同族）が 10 株保有している場合

において、甲が子Ａに、乙が子Ｂに、それぞれ保有株式の全てを次のとおり贈与した。 

この場合、甲及び乙は、特例贈与者に該当するか。 

  ① 甲が贈与を行った後に、乙が贈与を行う場合 

② 乙が贈与を行った後に、甲が贈与を行う場合 

(注)１ 甲・乙とも贈与の直前においてＸ株式会社の代表権を有していたが、贈与の時には退任している。 

  ２ いずれの贈与も平成 39 年 12 月 31 日までに行われている。 

 

（答） 

 ②の乙以外は特例贈与者に該当する。 

 

（解説） 

１ 問の事例は、複数の贈与者が、それぞれ異なる者に株式等を贈与する場合であるが、特例贈与

者の要件の判定は、問12の「複数の贈与者から１人の後継者への贈与の場合」と同様であること

から、甲及び乙が特例贈与者に該当するかどうかも、問12の事例と同様となる。 

 

２ なお、同一の者が同一の会社の株式について贈与を受ける場合には、後の贈与については特例

経営贈与承継期間の末日までに贈与税の申告書の提出期限が到来するものに限られるが（問12の

解説２参照）、①の事例は受贈者が異なることから、甲の後に行う乙の贈与には、この制限はない

こととなる。 

 

（参考）判定の具体例 

  ① 甲の贈与が先の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ② 乙の贈与が先の場合 

 

 

 

 

 

 

 

Ｘ１年
１/１

Ｘ２年
１/１

Ｘ３年
１/１申告 申告

４/１ １０/１Ａ
適用
あり

Ｂ
適用
あり① 甲⇒Ａに贈与 ② 乙⇒Ｂに贈与

Ｘ社の株式につき
措70の７の５①の
適用を受けている
者等は無い

贈与者の要件は問11
の１⑴により判定
⇒ 甲は、特例贈与者
に該当

Ｘ社の株式につき
措70の７の５①の
適用を受けている
者（Ａ）がある

贈与者の要件は問11
の１⑵により判定
⇒ 乙は、特例贈与
者に該当

申告 申告

４/１ １０/１Ｘ１年
１/１

Ｘ２年
１/１

Ｘ３年
１/１

Ｂ
適用
なし

Ａ
適用
あり① 乙⇒Ｂに贈与 ② 甲⇒Ａに贈与

Ｘ社の株式につき
措70の７の５①の
適用を受けている
者等は無い

贈与者の要件は問11の１
⑴により判定
⇒ 乙は同⑴ロを満たさず、
特例贈与者に非該当

Ｘ社の株式につき
措70の７の５①の
適用を受けている
者等は無い

贈与者の要件は問11
の１⑴により判定
⇒ 甲は、特例贈与
者に該当
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（問 14）特例贈与者の要件（その３）：「既に贈与をしているもの」の意義 

（問）「贈与税の納税猶予の特例措置」に係る特例贈与者からは、既に措置法第 70 条の７の５第

１項の規定の適用に係る贈与をしている者が除かれている。 

×１年に甲がＡにＸ株式会社の株式につき特例措置の適用に係る贈与（第一贈与）をした

後に、次の贈与（第二贈与）が行われた場合、各事例の第二贈与に係る贈与者（甲又は乙）

は、「既に贈与をしているもの」に該当するか。 

  ① 甲が、Ｘ株式会社の株式を、追加でＡに贈与する場合 

  ② 甲が、×２年に、Ｘ株式会社の株式をＢに贈与する場合 

  ③ 甲が、×１年に、Ｘ株式会社の株式をＢに贈与する場合 

  ④ 甲が、Ｙ株式会社の株式をＡに贈与する場合 

  ⑤ 乙が、Ｘ株式会社の株式をＡに贈与する場合 

  ⑥ 乙が、Ｙ株式会社の株式をＡに贈与する場合 

 

（答） 

①及び②の事例の甲のみ、「既に贈与をしているもの」に該当する。 

 

（解説） 

１ 措置法第 70 条の７の５第１項は、特例贈与者について、「当該特例認定贈与承継会社の非上場

株式等について既にこの項の規定の適用に係る贈与をしているものを除く」と規定している。 

  ただし、特例経営承継受贈者が２人又は３人以上ある場合において、同一年中に、これらの特

例経営承継受贈者に特例認定贈与承継会社の非上場株式等の贈与を行うものは「既に同条第１項

の規定の適用に係る贈与をしているもの」に含まれないこととされている（措置通 70 の７の５―

２）。 

 

２ つまり、同一の者が、同一の会社（特例認定贈与承継会社）の株式について特例措置の適用に係

る贈与を複数回行うことは、特例経営承継受贈者が複数ある場合に各受贈者に同一年中に贈与を

行うときを除き、できないこととなる。 

 

３ したがって、同一の会社の株式を同一の者に贈与する①の事例の甲、及び、同一の会社の株式

を異なる者に異なる年中に贈与する②の事例の甲については、「既に贈与をしているもの」に該当

することとなる。 

 

４ 他方、 

③については、同一の会社の株式を異なる者に贈与しているが、同一年中の贈与であるため、 

④については、異なる会社の株式の贈与であるため、 

⑤については、同一の会社の株式の贈与であるが、贈与者が異なるため、 

⑥については、異なる会社の株式の贈与であり、また、贈与者も異なるため、 

それぞれ、「既に贈与をしているもの」には該当しないこととなる。 
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（参考）「既に贈与をしているもの」の判定 

 

×１年に、甲がＡにＸ社株式の贈与（①）をした後に、以下の贈与（②）が行われた場合の、

②の贈与に係る判定 

 

１ 「既に贈与をしているもの」に該当するもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 「既に贈与をしているもの」に該当しないもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

甲

Ｘ社

Ａ

【事例①】 同じ会社の株式を、同じ者に贈与した場合

① ②

甲

Ｘ社

Ａ Ｂ

①
（×１年）

②
（×２年）

【事例②】 同じ会社の株式を、別の者に、異なる年中に
贈与した場合

「既に贈与を
しているもの」
に該当

「既に贈与を
しているもの」
に該当

甲

Ｘ社

Ａ Ｂ

【事例③】 同じ会社の株式を、別の者に、同一年中に
贈与した場合

①
（×１年）

②
（×１年）

甲

Ｘ社

Ａ

Ｙ社

① ②

【事例④】 別の会社の株式を、贈与した場合

「既に贈与を
しているもの」
に該当しない

「既に贈与を
しているもの」
に該当しない

甲

Ｘ社

Ａ

乙

【事例⑥】 別の贈与者が、別の会社の株式を贈与した
場合

Ｙ社

① ②

甲

Ｘ社 Ｘ社

Ａ

乙

① ②

【事例⑤】 別の贈与者が、同じ会社の株式を贈与した
場合

「既に贈与を
しているもの」
に該当しない

「既に贈与を
しているもの」
に該当しない
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（問 15）「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用を受けるための期間 

（問）Ａは、平成 30 年にＸ株式会社の株式を甲から贈与され、「贈与税の納税猶予の特例措置」

の適用を受けている。 

この贈与後に次の贈与を行うこととした場合、受贈者が「贈与税の納税猶予の特例措置」

の適用を受けるためには、平成 39年 12 月 31 日までに行えばよいのか。 

  ① 乙が、Ａに、Ｘ株式会社の株式を贈与する場合 

  ② 甲が、Ａに、Ｙ株式会社の株式を贈与する場合 

③ 乙が、Ｂに、Ｘ株式会社の株式を贈与する場合 

  ④ 甲が、Ｂに、Ｘ株式会社の株式を贈与する場合 

  (注) 上記以外の贈与又は相続等による取得がないことを前提とする。 

 

（答） 

 ②及び③については平成 39年 12 月 31 日までに贈与を行えばよいが、①及び④については平成 39

年 12 月 31 日までではなく、①については平成 35年 12 月 31 日まで、④については平成 30 年 12 月

31 日までに贈与を行う必要がある。 

  

（解説） 

１ 「贈与税の納税猶予の特例措置」は、 

① 平成 30 年１月１日から平成 39 年 12 月 31 日までの間の最初の措置法第 70 条の７の５第１

項の規定の適用に係る贈与 

② 上記①の贈与の日から特例経営贈与承継期間の末日までの間に贈与税の申告書の提出期限

が到来する贈与 

が対象となる（措置法 70の７の５①）。 

（注）１ 上記①の贈与前に相続又は遺贈により取得した特例認定贈与承継会社の株式について「相続税の納税猶

予の特例措置」の適用を受けている場合には、「当該相続又は遺贈に係る相続開始の日から特例経営贈与

承継期間の末日までの間に贈与税の申告書の提出期限が到来する贈与」が対象となる。 

    ２ 「特例経営贈与承継期間」とは、贈与の日の属する年分の贈与税の申告書の提出期限の翌日から、次の

⑴又は⑵のいずれか早い日までの期間をいう（措置法 70 の７の５②七）。 

   ⑴ 次のいずれか早い日 

  イ 特例経営承継受贈者の最初の特例対象贈与の日の属する年分の贈与税の申告書の提出期限の翌日

以後５年を経過する日 

ロ 特例経営承継受贈者の最初の措置法第 70 条の７の６第１項の規定の適用に係る相続に係る相続 

税の申告書の提出期限の翌日以後５年を経過する日 

   ⑵ 特例経営承継受贈者又は当該特例経営承継受贈者に係る特例贈与者の死亡の日の前日 

  

２ つまり、平成 30年１月１日から平成 39年 12 月 31 日までの期間は、最初の贈与（上記１（注）

１の場合は最初の相続又は遺贈）についてのみ設けられているものであり、当該最初の贈与後に

当該最初の贈与に係る特例認定贈与承継会社の非上場株式等の贈与を受ける場合には、上記１②

の贈与が対象となることになる。 

したがって、「最初の贈与」の時期によっては、平成 30 年１月１日から平成 39 年 12 月 31 日

までの期間内に贈与を受けるものであっても特例措置の適用対象とならないものがある一方、平

成 39年 12 月 31 日後の贈与であっても特例措置の適用対象となるものが生じることとなる。 
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３ このように、特例経営承継受贈者が受ける贈与が「最初の贈与」であるかどうかにより、適用

対象となる期間が異なることとなるが、この「最初の贈与」であるかどうかの判定は、当該特例

経営承継受贈者が贈与を受けた会社の株式等につき、特例措置の適用に係る贈与又は相続若しく

は遺贈を受けていないかどうかにより行うこととなる。 

 

４ 問の事例では、②の場合は会社（Ｙ株式会社）が異なるため、また、③は受贈者（Ｂ）が異な

るため、それぞれ「最初の贈与」に該当し、上記１①の期間に行われるものが対象となる。 

他方、ＡはＸ株式会社の株式につき特例措置の適用に係る贈与を受けているため、ＡがＸ株式

会社の株式につき贈与を受ける①の場合は「最初の贈与」に該当せず、上記１②の期間に行われ

るものが対象となる。 

   また、④の場合も受贈者（Ｂ）が異なるため、「最初の贈与」に該当するが、同一の贈与者（甲）     

が、同一の会社（Ｘ株式会社）の株式を贈与しているため、Ａへの贈与と同一年中に行われるも

のが対象となる（問 14参照）。 

 

５ なお、上記は、「相続税の納税猶予の特例措置」の適用についても同様である。  

 

（参考）適用対象となる贈与の期間について 

 

【ケース１】最初の贈与が平成30年中の場合 

   ⇒ 最初の贈与の日から平成36年３月15日までに贈与税の申告書の提出期限が到

来する贈与（平成35年12月31日までに受ける贈与）が適用対象 

 

【ケース２】最初の贈与が平成39年中の場合 

   ⇒ 最初の贈与の日から平成45年３月15日までに贈与税の申告書の提出期限が到

来する贈与（平成44年12月31日までに受ける贈与）が適用対象 

 

 

Ｈ30
1/1

３/15

申告
期限

５年間

Ｈ31
1/1

Ｈ32
1/1

Ｈ33
1/1

Ｈ34
1/1

Ｈ35
1/1

Ｈ36
1/1

Ｈ37
1/1

Ｈ38
1/1

Ｈ39
12/31

Ｈ39
1/1

３/15

申告
期限

贈
与

贈
与

３/15

申告
期限

３/15

H45
1/1・・・

５年間

贈
与

申告
期限

贈
与

適用対象となる期間

H44
1/1

適用対象となる期間

H40
3/16

H45
3/15

Ｈ31
3/16

Ｈ36
3/15

ケース１ ケース２
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（問 16）複数の者からの承継に係る経営承継期間 

（問）Ａは、×１年に甲からＸ株式会社の株式の贈与を受け「贈与税の納税猶予の特例措置」の

適用を受けているが、×４年に乙からもＸ株式会社の株式の贈与を受けた。 

贈与税の納税猶予の特例措置では、特例経営承継受贈者による事業の継続が贈与税の申告

期限の翌日から５年間、必要であると聞いているが、甲・乙いずれの贈与についても、それ

ぞれ５年間の事業継続が必要となるのか。 

 

（答） 

 甲からの贈与についてはその申告期限の翌日から５年間（×２年３月 16 日から×７年３月 15 日

まで）の事業継続が必要となるが、乙からの贈与について事業継続が必要な期間は５年間ではなく、

その贈与に係る贈与税の申告期限の翌日（×５年３月 16 日）から×７年３月 15 日（甲から受けた

贈与に係る事業継続が必要な期間の末日）までとなる。 

 

（解説） 

１ 「贈与税の納税猶予の特例措置」では、特例経営承継受贈者が特例認定贈与承継会社の事業を

継続する期間として原則５年間の「特例経営贈与承継期間」が設けられており、具体的には、贈与

税の申告書の提出期限の翌日から、次の⑴又は⑵のいずれか早い日までの期間となる（措置法 70

の７の５②七）。 

 ⑴ 次のいずれか早い日 

イ 特例経営承継受贈者の最初の「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用に係る贈与の日の属

する年分の贈与税の申告書の提出期限の翌日以後５年を経過する日 

ロ 特例経営承継受贈者の最初の「相続税の納税猶予の特例措置」の適用に係る相続に係る相

続税の申告書の提出期限の翌日以後５年を経過する日 

⑵ 経営承継受贈者又は当該経営承継受贈者に係る贈与者の死亡の日の前日 

 

２ 問の事例では、甲からの贈与がＸ株式会社の株式に係る「最初」の「贈与税の納税猶予の特例措

置」の適用に係る贈与であるため、その特例経営贈与承継期間は×２年３月 16日から×７年３月

15 日までの５年間となる。 

  他方、乙からの贈与については、既にＸ株式会社の株式について納税猶予の適用を受けている

ため、その特例経営贈与承継期間の末日は、最初の贈与に係る贈与の日の属する年分の贈与税の

申告書の提出期限の翌日以後５年を経過する日（×７年３月 15日）となるため、その期間は×５

年３月 16日から×７年３月 15日までとなり、５年間とはならない。 

 

３ なお、上記は、次の各措置に係る経営承継期間等についても同様である。 

⑴ 「相続税の納税猶予の特例措置」に係る特例経営承継期間 

⑵ 「贈与者が死亡した場合の相続税の納税猶予の特例措置」に係る特例経営相続承継期間 

⑶ 「贈与税の納税猶予の一般措置」に係る経営贈与承継期間 

⑷ 「相続税の納税猶予の一般措置」に係る経営承継期間 

⑸ 「贈与者が死亡した場合の相続税の納税猶予の一般措置」に係る経営相続承継期間 
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（参考）特例経営贈与承継期間等の具体例（原則） 

 

【ケース１】×１年に甲から贈与、×４年に乙から贈与された場合 

⇒ 甲からの贈与に係る特例経営贈与承継期間：×２年３月16日～×７年３月15日 

  乙からの贈与に係る特例経営贈与承継期間：×５年３月16日～×７年３月15日 

   

  

 

 

 

 

 

 

 

【ケース２】×１年８月１日に甲から相続し、×４年に乙から贈与された場合 

⇒ 甲からの相続に係る特例経営承継期間  ：×２年６月２日～×７年６月１日 

  乙からの贈与に係る特例経営贈与承継期間：×５年３月16日～×７年６月１日 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

【ケース３】×１年に甲から贈与され、×３年に乙から贈与された後、×５年６月１日に甲が

死亡した場合（措置法第70条の７の８第１項を適用） 

⇒ 甲からの贈与に係る特例経営贈与承継期間：×２年３月16日～×５年５月31日 

  甲からの承継に係る特例経営相続承継期間：×５年６月１日～×７年３月15日 

  乙からの贈与に係る特例経営贈与承継期間：×４年３月16日～×７年３月15日 
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（問 17）贈与株数等の要件の判定（その１）：受贈者が１人の場合 

（問）Ｘ株式会社の現在の株主構成は次のとおりであるところ、甲は丙にその有する株式の贈与

をしたいと考えている。 

この場合に丙が「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用を受けるためには、何株以上、贈

与する必要があるのか。 

   なお、Ｘ株式会社の株式は、全て議決権に制限のないものである。 

    甲 ： 700 株 

    乙 ： 300 株     

       合計：1,000 株 

 

（答） 

667 株以上の贈与が必要となる。 

なお、667 株を超えて贈与を受けた株式も、特例措置の対象となる。 

 

（解説） 

１ 「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用を受けるためには、次のとおり、一定の数又は金額（以

下「数等」という。）以上の株式等の贈与を受けることが要件とされている（措置法 70 の７の５

①）。 

 ⑴ 特例経営承継受贈者が1人である場合 次に掲げる贈与 

イ Ａ＋Ｂ≧Ｃ×
２

３
の場合には、Ｃ×

２

３
－Ｂ以上の贈与 

ロ Ａ＋Ｂ＜Ｃ×
２

３
の場合には、Ａの全部の贈与 

 ⑵ 特例経営承継受贈者が２人又は３人である場合 次のイ及びロを満たす贈与 

  イ Ｄ≧Ｃ×
１

10
 

  ロ Ｄ＞Ｅ 

（注）１ 上記算式中の符号は次のとおり。 

Ａ： 特例贈与者が特例措置の適用に係る贈与の直前に有していた特例認定贈与承継会社の非上場株

式等の数等 

Ｂ： 特例経営承継受贈者が当該贈与の直前に有していた特例認定贈与承継会社の非上場株式等の数

等 

Ｃ： 当該贈与の時における特例認定贈与承継会社の発行済株式等の総数又は総額 

Ｄ： 当該贈与直後におけるそれぞれの特例経営承継受贈者の有する特例認定贈与承継会社の非上場

株式等の数等 

Ｅ： 当該贈与直後における特例贈与者の有する特例認定贈与承継会社の非上場株式等の数等 

    ２ 上記の「非上場株式等」又は「発行済株式等」は議決権に制限のないものに限る。 

 

２ 問の事例は、甲から贈与を受ける者が丙１人であることから上記⑴の場合に該当するところ、

贈与の直前に甲及び丙が有するＸ社株式の合計（700 株＋０株＝700 株）が、発行済株式等の総数

の３分の２（1,000 株×２/３＝666.6…株）を上回ることから（上記⑴イの場合）、甲は、「1,000

株×２/３－０株＝666.6 株以上」、すなわち 667 株以上の数の贈与を行うことが要件となる。 
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３ なお、特例措置の対象となる株式は、発行済株式等（議決権に制限のないものに限る。）の全て

であり、一般措置のような上限(注)は設けられていないことから、甲が 667 株を超える株数の贈与

を行った場合でも、その全てが特例措置の対象となる。 

(注)「贈与税の納税猶予の一般措置」に係る贈与株数等の要件は、上記１⑴の場合と同様であるが、一般措置に

は、その対象となる株式等について、発行済株式等（議決権に制限のないものに限る。）の総数又は総額の３分

の２までという上限が設けられており、上記１⑴イの場合は、「Ｃ×２/３－Ｂ」の数等が、上記１⑴ロの場合

は、「Ａ」の数等が、その限度となる（措置法 70 の７①）。 
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（問 18）贈与株数等の要件の判定（その２）：既に特例措置の適用を受けている者が贈与を受ける場

合 

（問）Ｘ株式会社の発行済株式総数は 1,000 株（全て議決権に制限のない株式に該当する。）であ

るところ、丙は、甲からＸ株式会社の株式 700 株の贈与を受け、「贈与税の納税猶予の特例措

置」の適用を受けている。 

   Ｘ株式会社の他の株式は乙が有していることから、丙は、乙からも当該株式の贈与を受け、

「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用を受けたいと考えている。 

この場合、丙は何株以上の贈与を受ければいいのか。 

 

（答） 

１株以上の贈与を受ける必要がある。 

 

（解説） 

１ 「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用を受けるための贈与株数等の要件は、問 17 の解説のと

おりであるところ、問の事例では、乙から贈与を受ける者が丙１人であることから、「特例経営承

継受贈者が１人の場合」に該当する。 

 

２ そして、贈与の直前に乙及び丙が有するＸ社株式の合計（300 株＋700 株＝1,000 株）が発行済

株式等の総数の３分の２（1,000 株×２/３＝666.6…株）を上回るため、贈与が必要な株数は、「発

行済株式等の総数の３分の２－受贈者が贈与の直前に有していた株数」以上の株数となるが、問

の事例の場合、これにより計算される値はマイナスとなる（1,000 株×２/３－700 株＝△33.3…

株）。 

 

３ 一般措置については、その対象となる株式等について発行済株式等（議決権に制限のないもの

に限る。）の総数又は総額の３分の２までという上限が設けられているため、上記２の算式により

計算される値がマイナスとなる場合には、その適用を受けることはできないこととなるが、特例

措置については発行済株式等（議決権に制限のないものに限る。）の全てが対象となり、このよう

な上限はない。 

 

４ したがって、問の事例では、マイナスの値以上の贈与、すなわち１株以上の贈与を受けること

で、「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用を受けることができることとなる(注)。 

 (注) 特例経営贈与承継期間の末日までに贈与税の申告書の提出期限が到来する贈与に係るものに限られる（問

15 参照）。 
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（問 19）贈与株数等の要件の判定（その３）：議決権に制限のない株式以外の株式がある場合 

（問）Ｘ株式会社の現在の株主構成は次のとおりであるところ、甲は丙にその有する株式の贈与

をしたいと考えている。 

この場合に丙が「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用を受けるためには、甲は何株以上、

贈与する必要があるのか。 

    甲 ： 700 株（うち議決権に制限のない株式：500 株） 

    乙 ： 300 株（うち議決権に制限のない株式：300 株） 

       合計：1,000 株（うち議決権に制限のない株式：800 株） 

 

（答） 

甲は、その有するＸ株式会社の株式のうち、議決権に制限のない株式 500 株の全てを贈与する必

要がある。 

 

（解説） 

１ 「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用を受けるための贈与株数等の要件は、問 17 の解説のと

おりであるが、この要件の判定を行う場合の「非上場株式等」及び「発行済株式等」は、議決権に

制限のないものに限られている。 

 

２ 問の事例では、甲から贈与を受ける者が丙１人であることから「特例経営承継受贈者が１人の

場合」に該当し、Ｘ株式会社の発行済株式の総数並びに甲及び丙が贈与の直前に有していた株式

の数を基に、贈与する株式の数の判定を行うこととなるが、Ｘ株式会社は、議決権に制限のない

株式以外の株式を発行していることから、その判定に当たっては、その数を除いて行う必要があ

る（措置法 70の７の５①）。 

 

３ そして、贈与の直前に甲及び丙が有するＸ株式会社の株式のうち議決権に制限のないものの合

計（500 株＋０株＝500 株）が、発行済株式のうち議決権に制限のないものの総数の３分の２（800

株×２/３＝533.3…株）を下回ることから、甲はその有するＸ株式会社の株式のうち議決権に制

限のないもの 500 株の全てを贈与する必要がある。 

 

４ なお、特例措置及び一般措置の対象となる株式等は議決権に制限のない株式等に限られている

ため、甲がその有するＸ株式会社の株式のうち、議決権に制限のない株式以外の株式を贈与した

としても、丙は当該株式につき、「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用を受けることはできない。 
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（問 20）贈与株数等の要件の判定（その４）：特例認定贈与承継会社が自己株式を有する場合 

（問）Ｘ株式会社の現在の株主構成は次のとおりであるところ、甲は丁にその有する株式を贈与

したいと考えている。 

この場合、丁が「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用を受けるためには、何株以上の贈

与が必要か。 

   なお、Ｘ株式会社の株式は、全て議決権に制限のないものである。 

    甲 ： 600 株 

    乙 ： 150 株 

    丙 ：  50 株 

    Ｘ社： 200 株 

       合計：1,000 株 

 

（答） 

534 株以上の贈与が必要となる。 

 

（解説） 

１ 「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用を受けるための贈与株数等の要件は、問 17 の解説のと

おりであるが、この要件の判定を行う場合の「非上場株式等」及び「発行済株式等」は、議決権に

制限のないものに限られている。 

 

２ そして、会社法第 308 条第２項では、会社は、自己株式（会社が有する自己の株式をいう。以

下同じ。）について議決権を有しないこととされていることから、贈与株数の要件の判定を行う場

合には、発行済株式等の総数又は総額からは自己株式は除かれることとなる。 

 

３ したがって、問の事例では、Ｘ株式会社は1,000株の株式を発行しているが、贈与株数の判定

はＸ株式会社が有する自己株式200株を除いた800株に基づき行うこととなる。 

そして、甲から贈与を受ける者は、丁１人であるため、問17の「特例経営承継受贈者が１人で

ある場合」に該当するところ、贈与の直前に甲及び丁が有するＸ社株式の合計（600株＋０株＝

600株）が、発行済株式等の総数の３分の２（800株×２/３＝533.3…株）を上回ることから、

丁は、534株以上の株式の贈与を受けることが要件となる。 

   

４ なお、「議決権に制限のある株式」には、自己株式のほか、例えば、次の株式が該当する。 

 ① 会社法第 109 条第２項((株主の平等))の規定に基づき、定款により議決権を行使することが

できる事項について制限がされた株主が有する株式 

② 会社法第 115 条((議決権制限株式の発行数))に規定する議決権制限株式 

 ③ 会社法第 189 条第１項((単元未満株式についての権利の制限等))に規定する単元未満株式 

 ④ 株式会社がその総株主の議決権の４分の１以上を有することその他の事由を通じて株式会社

がその経営を実質的に支配することが可能な関係にあるものとして会社法施行規則第67条((実

質的に支配することが可能となる関係))で定める株主（会社法 308①）が有する株式 

 



 35 

（問 21）贈与株数等の要件の判定（その５）：受贈者が複数の場合 

（問）Ｘ株式会社の現在の株主構成は次のとおりであるところ、甲は、その有する株式について、

乙、丙及び丁に 10株ずつ「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用に係る贈与をしたいと考え

ている。この場合、乙、丙及び丁は「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用を受けることが

できるか。    

 甲 乙 丙 丁 その他 合計 

贈与前 50 株 20 株 15 株 5 株 10 株 100 株 

贈与後 20 株 30 株 25 株 15 株 10 株 100 株 

  (注)  Ｘ株式会社の株式は、全て議決権に制限のないものである。   

 

（答） 

いずれも「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用を受けることができない。 

 

（解説） 

１ 「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用を受けるための贈与株数等の要件は、問 17 の解説のと

おりであるところ、問の事例は、甲から「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用に係る贈与を受け

る者が乙、丙及び丁の３人であることから「特例経営承継受贈者が２人又は３人の場合」に該当

し、次の要件により判定することとなる。 

 ⑴ Ｄ≧Ｃ×
１

10
 

 ⑵ Ｄ＞Ｅ 

（注）Ｃ： 当該贈与の時における特例認定贈与承継会社の発行済株式等の総数又は総額 

Ｄ： 当該贈与直後におけるそれぞれの特例経営承継受贈者の有する特例認定贈与承継会社の非上場株式

等の数等 

Ｅ： 当該贈与直後における特例贈与者の有する特例認定贈与承継会社の非上場株式等の数等 

 

２ ところで、上記１の要件を規定している措置法第 70 条の７の５第１項第２号は同項の規定の適

用対象となる贈与について、「…いずれの特例経営承継受贈者の有する…非上場株式等の数又は金

額が…10 分の１以上となる贈与であって、かつ、いずれの特例経営承継受贈者の有する…非上場

株式等の数又は金額が…上回る贈与」と規定している。 

したがって、受贈者のうちにこの要件を満たさない者がある場合には、他の受贈者に行った贈

与も含め、同項の適用対象外となることとなる。 

 

３ 問の事例では、贈与直後の株数は甲：20 株、乙：30 株、丙：25 株、丁：15 株となり、受贈者

（乙・丙・丁）の有する株数は、いずれも発行済株式等の総数（100 株）の 10 分の１以上となり、

上記１⑴の要件を満たすが、甲の株式数は 20 株であり、丁の株式数 15 株を上回るため、上記１

⑵の要件を満たさない。 

   

４ したがって、甲の行う贈与は特例措置の適用要件を満たす贈与には該当せず、いずれの受贈者

も、「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用を受けることができないこととなる。 
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（問 22）贈与株数等の要件の判定（その６）：贈与の時期が異なる場合における特例贈与者の有する

株式等の数 

（問）甲はＸ株式会社の発行済株式 100 株のうち、90株を有していたが、次のとおり、乙・丙・

丁の３人に贈与をした。 

「特例経営承継受贈者が２人又は３人の場合」には、「贈与直後における特例経営承継受贈

者の有する特例認定贈与承継会社の非上場株式等の数又は金額が特例贈与者の有する当該

特例認定贈与承継会社の非上場株式等の数又は金額を上回る」ことが要件となるところ、丁

がこの要件を満たすことは明らかであるが、乙及び丙は、この要件を満たすか。 

  ① ×１年３月１日 ：乙に 35株贈与（甲の残株数は 55株） 

② ×１年６月１日 ：丙に 25株贈与（甲の残株数は 30株） 

③ ×１年 10月１日：丁に 20株贈与（甲の残株数は 10株） 

 (注) Ｘ株式会社の株式は、全て議決権に制限のないものである。   

 

（答） 

乙及び丙は、この要件を満たす。 

 

（解説） 

１ 問 17 の解説のとおり、「特例経営承継受贈者が２人又は３人の場合」の贈与株数等の要件は、

次の算式のとおりである。 

 ⑴ Ｄ≧Ｃ×
１

10
 

 ⑵ Ｄ＞Ｅ 

（注）Ｃ： 当該贈与の時における特例認定贈与承継会社の発行済株式等の総数又は総額 

Ｄ： 当該贈与直後におけるそれぞれの特例経営承継受贈者の有する特例認定贈与承継会社の非上場株式

等の数等 

Ｅ： 当該贈与直後における特例贈与者の有する特例認定贈与承継会社の非上場株式等の数等 

 

２ ところで、問の事例では、乙及び丙がそれぞれ贈与を受けた直後においては、その有するＸ株

式会社の株式数は、特例贈与者である甲が有するＸ株式会社の株式数以下となっている。 

このため、乙及び丙は、問の要件（上記１⑵の要件）を満たさないのではないか、との疑問も生

じるが、問の事例のように、同一年中に同一の特例贈与者が同一の特例認定贈与承継会社の非上

場株式等を２人又は３人の特例経営承継受贈者に贈与をした場合において、その贈与が異なる時

期に行われたときは、「特例贈与者の有する当該特例認定贈与承継会社の非上場株式等の数等」（上

記１の算式のＥ）については、その贈与のうち、最後に行われた贈与直後の数等によることとさ

れている（措置通 70 の７の５―３）。 

 (注) 最後の贈与直後における株式等の数等によるのは特例贈与者の有する株式等についてのみであり、各特例

経営承継受贈者の有する株式等の数等は、それぞれが贈与を受けた直後の株式等の数等によることとなる。 

    また、上記１⑴の要件の判定も、それぞれが贈与を受けた時点における株式等の数等により行うこととなる。 
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３ 問の事例では、丁への贈与が最後の贈与となり、その贈与直後において甲が有するＸ株式会社

の株式数は 10株となる。そして、乙及び丙がそれぞれ贈与を受けた直後に有する株式数（乙：35

株、丙：25 株）は、これを上回ることから、乙及び丙は、問の要件を満たすこととなる。 

 

４ なお、上記は、措置法第 70 条の７の５第２項第６号に規定する特例経営承継受贈者に係る要件

のうち同号ニ⑵の「当該個人とハに規定する政令で定める特別の関係がある者のうちいずれの者

が有する当該特例認定贈与承継会社の非上場株式等に係る議決権の数をも下回らないこと」を判

定する場合における特例贈与者の有する議決権の数についても同様である。 

 

 

（参考）所有株式数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

甲

乙

丙

丁

９０株

【贈与①】３/１

乙に３５株贈与

５５株

３５株

丙に２５株贈与

３０株

２５株

丁に２０株贈与

１０株

３５株

２５株

２０株

（特例贈与者）

【贈与②】６/１ 【贈与③】１０/１

同
族

戊非同族 １０株 １０株 １０株 １０株

３５株

×１年
１/１

×２年
１/１
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（問 23）「贈与税の納税猶予の特例措置」に係る受贈者の数 

（問）同一年中に次の贈与が行われた場合、「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用に当たって

は、受贈者が「１人である場合」と「２人又は３人である場合」のいずれに該当するのか。 

  ① 甲が、Ｘ株式会社の株式をＡ及びＢに、それぞれ贈与した場合 

  ② 甲が、Ｘ株式会社の株式をＡに、Ｙ株式会社の株式をＢに、それぞれ贈与した場合 

③ 甲が、Ｘ株式会社の株式をＡに、乙が、Ｘ株式会社の株式をＢに、それぞれ贈与した場

合 

  ④ 甲が、Ｘ株式会社の株式をＡに、乙が、Ｙ株式会社の株式をＢに、それぞれ贈与した場

合 

 

（答） 

 ①の場合は、受贈者が「２人又は３人である場合」に該当し、②～④の場合は、受贈者が「１人で

ある場合」に該当する。 

 

（解説） 

１ 「贈与税の納税猶予の特例措置」では、受贈者が「１人である場合」と「２人又は３人である場

合」とで、①特例贈与者が贈与すべき非上場株式等の数等の要件（措置法 70の７の５①。問 17参

照）、及び②特例経営承継受贈者の要件（同②六ニ）が異なっているが、この場合のいずれに該当

するかは、同一年中に同一の特例贈与者から同一の特例認定贈与承継会社の非上場株式等を措置

法第 70 条の７の５第１項の規定の適用に係る贈与により取得した特例経営承継受贈者の数によ

ることとなる。 

 

２ したがって、上記の各事例のうち①の場合のみ、特例経営承継受贈者が「２人又は３人である

場合」に該当することとなる。 

 

３ なお、上記は「相続税の納税猶予の特例措置」（措置法 70 の７の６）における特例経営承継相

続人等の要件（同②七ハ）についても同様である。 

 

（参考）「特例経営承継受贈者」の数の判定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

甲

Ｘ社 Ｘ社

Ａ

乙

Ｂ

【ケース③】 【ケース④】

１人 １人

甲

Ｘ社

Ａ Ｂ

【ケース①】

２人 １人特例経営承継
受贈者の数

甲

Ｘ社 Ｙ社

Ａ Ｂ

甲

Ｘ社

Ａ

乙

Ｂ

Ｙ社

１人１人 １人

【ケース②】
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（問 24）会社が黄金株を発行している場合 

（問）甲は、Ｘ株式会社の株式の全てを有しているところ、×１年にＡ、Ｂ、Ｃに３分の１ずつ

贈与した。なお、そのうち１株は、会社法第 108 条第１項第８号に掲げる事項についての定

めがある種類の株式（黄金株）に該当するところ、当該株式についてはＡが取得した。 

   この場合、Ａ、Ｂ及びＣは、「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用を受けることができる

か。 

 

（答） 

 Ａが「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用を受ける場合には、Ｂ及びＣも、その適用を受けるこ

とができる。 

 

（解説） 

１ 「贈与税の納税猶予の一般措置」では、会社が会社法第 108 条第１項第８号に掲げる事項につ

いての定めがある種類の株式（黄金株）を発行している場合において、その黄金株を経営承継受

贈者以外の者が所有しているときは、その受贈者は、その適用を受けることができないこととさ

れている（措置法 70 の７②一ヘ、措置法令 40 の８⑩二）。 

 

２ 「贈与税の納税猶予の特例措置」も、措置法令第 40 条の８の５第９項において上記の措置法令

第 40 条の８第 10 項を準用しているが、その準用に当たり、同項第２号の「経営承継受贈者」を

「第 40 条の８の５第１項第２号イからハまでに掲げる者」と読み替えている。 

  これにより、特例措置では、黄金株を有する者が、特例措置の適用を受けている者（特例措置の

適用に係る贈与又は相続等によりその会社の非上場株式等の取得をした者を含む。）以外の者であ

る場合に、その適用を受けることができないこととなる。 

 (注)「措置法令第 40 条の８の５第１項第２号イからハまでに掲げる者」とは、次の者をいう。 

⑴ 当該特例認定贈与承継会社の非上場株式等について、特例措置の適用を受けている者 

⑵ 措置法令第 40 条の８の５第１項第１号に定める者から「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用に係る贈 

与により当該特例認定贈与承継会社の非上場株式等の取得をしている者（⑴に掲げる者を除く。） 

⑶ 措置法令第 40 条の８の６第１項第１号に定める者から「相続税の納税猶予の特例措置」の適用に係る相 

続等により当該特例認定贈与承継会社の非上場株式等の取得をしている者（⑴に掲げる者を除く。） 

 

３ 問の事例では、Ａ、Ｂ、Ｃが甲から贈与を受け、そのうちＡが黄金株を取得していることから、

Ａが「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用を受ける場合には、ＢとＣも、その適用を受けること

ができることとなる。 

 

４ なお、上記は、特例経営贈与承継期間内に会社が黄金株を発行した場合における納税猶予の期

限の確定事由についても同様である（措置法 70の７の５③、措置法令 40の８の５⑱）。 

 

(注) 上記の事例においてＡ、Ｂ、Ｃへの贈与が異なる時期に行われた場合には、問 22 と同様、特例贈与者につい

ては最後に行われた贈与直後における黄金株の所有の有無により、「措置法令第 40 条の８の５第１項第２号イから

ハまでに掲げる者」以外の者が黄金株を所有しているかどうかの判定を行う。 
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（問 25）贈与税の納税猶予税額の計算（その１）：暦年課税による場合 

（問）Ａは、父から次の資産の贈与を受けた。Ａが当該株式につき「贈与税の納税猶予の特例措置」

の適用を受ける場合、納税猶予分の贈与税額（猶予税額）等はどのようになるか。 

なお、Ａは×１年１月１日において 20歳以上であるため、特例税率（措置法 70の２の５）

の適用を受ける。 

  【取得をした資産の内訳等】 

  ・現金：        500 万円 

  ・Ｘ株式会社の株式：3,000 万円  

 

（答） 

猶予税額は 1,035.5 万円、申告期限までに納付すべき税額は 244.5 万円となる。 

 

（解説） 

１ 「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用に係る特例対象受贈非上場株式等が暦年課税の適用に

係るものである場合には、その年中にその者が贈与により取得した全ての財産に係る贈与税額の

うち、措置法第 70 条の７の５第２項第８号イの規定に基づき当該特例対象受贈非上場株式等の価

額をその年分の贈与税の課税価格とみなして計算した金額が納税猶予分の贈与税額となり、その

納税が猶予されることとなる。 

 

２ したがって、問の事例では、次のとおりとなる。 

 ⑴ その年中に取得した全ての財産に係る贈与税の額 
       現金      Ｘ株式    基礎控除額 

   {（500 万円＋3,000 万円）－ 110 万円 }× 50％ － 415 万円 ＝ 1,280 万円 

 ⑵ Ｘ株式に係る納税猶予分の贈与税額 
       Ｘ株式     基礎控除額 

   （3,000 万円 － 110 万円 ）× 45％ － 265 万円 ＝ 1,035.5 万円 

 ⑶ 申告期限までに納付すべき税額 

   ⑴ － ⑵ ＝ 244.5 万円 

 

（参考）納税が猶予される贈与税などの計算方法（暦年課税の場合のイメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

贈与を受けた全ての財産の価額の合計額に基づき贈与税を計算します。

Ａ １年間（１月１日～12月31日）に贈与を受けた
全ての財産の価額の合計額

Ｂ この制度の適用を受ける
非上場株式等の額

贈与税
の計算

Ａに対応する
贈与税

Ｂに対応
する贈与税

贈与税の計算

贈与を受けた財産がこの制度の適用を受ける非上場株式等のみであると仮定して贈与税を計算します。

ステップ１

ステップ２

猶予税額
納付
税額

①

②

③

不動産 預貯金
非上場
株式等 など

非上場
株式等

「②の金額」が「納税が猶予される贈与税」となります。
なお、「①の金額」から「納税が猶予される贈与税（②の金額）」を控除した

「③の金額（納付税額）」は、贈与税の申告期限までに納付する必要があります。

ステップ３
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（問 26）贈与税の納税猶予税額の計算（その２）：相続時精算課税による場合 

（問）Ａは父から次の資産の贈与を受けた。Ａが当該株式につき「贈与税の納税猶予の特例措置」

の適用を受ける場合、納税猶予分の贈与税額（猶予税額）等はどのようになるか。 

なお、Ａは過去に父から贈与により取得した財産につき相続時精算課税の適用を受けてい

る。 

  【取得をした資産の内訳等】 

  ・現金：                               500 万円 

  ・Ｘ株式会社の株式：                        3,000 万円 

・過去の年分の申告において控除した相続時精算課税特別控除額の合計額：1,500 万円  

 

（答） 

猶予税額は 400 万円、申告期限までに納付すべき税額は 100 万円となる。 

 

（解説） 

１ 「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用に係る特例対象受贈非上場株式等が相続時精算課税の

適用を受けるものである場合には、その年中に相続税法第 21 条の９第５項に規定する特定贈与者

から贈与により取得した全ての財産に係る贈与税額のうち、措置法第 70 条の７の５第２項第８号

ロの規定に基づき当該特例対象受贈非上場株式等の価額をその年分の贈与税の課税価格とみなし

て計算した金額が納税猶予分の贈与税額となり、その納税が猶予されることとなる。 

 

２ したがって、問の事例では、次のとおりとなる。 

 ⑴ 父（特定贈与者）から取得した全ての財産に係る贈与税の額 
      Ｘ株式       現金       特別控除額 

   {3,000 万円＋500 万円－（2,500 万円－1,500 万円）}×20％ ＝ 500 万円 

 ⑵ Ｘ株式に係る納税猶予分の贈与税額 
       Ｘ株式       特別控除額 

   {3,000 万円－（2,500 万円－1,500 万円）}× 20％ ＝ 400 万円 

 ⑶ 申告期限までに納付すべき税額 

   ⑴ － ⑵ ＝ 100 万円 
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（問 27）贈与税の納税猶予税額の計算（その３）：複数の贈与者から暦年課税による贈与を受けた場

合 

（問）Ａは、次のとおり、父及び母からＸ株式会社の株式等を贈与により取得した。 

Ａが当該株式につき「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用を受ける場合、納税猶予分の贈

与税額（猶予税額）はどのように計算するのか。 

なお、Ａは×１年１月１日において 20歳以上であるため、特例税率（措置法 70の２の５）

の適用を受ける。 

  【取得をした資産の内訳等】 

  ① ×１年３月１日 ：父から株式：3,000 株（3,000 万円）、現金：500 万円を取得 

  ② ×１年６月１日 ：母から株式：1,000 株（1,000 万円）を取得 

 

（答） 

父母それぞれから「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用に係る贈与により取得したＸ株式会社

の株式の価額の合計額を、その年分の贈与税の課税価格とみなして納税猶予分の贈与税額を計算し、

その金額を贈与者（父母）の異なるものごとのＸ株式会社の株式の価額によりあん分することで、

それぞれごとの納税猶予分の贈与税額（猶予税額）が計算される。 

なお、問の事例の場合には、猶予税額は、1,530 万円（うち、父から受けた贈与に係るもの 1,147.5

万円、母から受けた贈与に係るもの382.5万円）、申告期限までに納付すべき税額は250万円となる。 

 

（解説） 

１ 特例対象受贈非上場株式等に係る贈与者又は特例認定贈与承継会社が２以上ある場合の納税猶

予分の贈与税額の計算については、措置法令第40条の８の５第15項において準用する措置法令第

40条の８第14項及び第15項に規定が設けられている。 

 

２ 具体的には、その贈与が暦年課税によるものである場合には、特例経営承継受贈者がその年中

に特例措置の適用に係る贈与により取得した全ての特例認定贈与承継会社の特例対象受贈非上場

株式等の価額の合計額を、当該特例経営承継受贈者に係るその年分の贈与税の課税価格とみなし

（措置法令40の８の５⑮、40の８⑭一）、措置法第70条の７の５第２項第８号イの規定に基づき納

税猶予分の贈与税額の計算を行う。 

そして、これにより計算された金額を、贈与者及び認定贈与承継会社の異なるものごとの特例

対象受贈非上場株式等の価額によりあん分したものが、その異なるものごとの納税猶予分の贈与

税額（100円未満の端数切捨て）となる（措置法令40の８の５⑮、40の８⑮一）。 

 

３ したがって、問の事例では、次のとおりとなる。 

 ⑴ その年中に取得した全ての財産に係る贈与税の額 
      Ｘ株式（父）  現金（父）  Ｘ株式（母）   基礎控除額 

   {（3,000 万円 ＋ 500 万円 ＋ 1,000 万円 ）－ 110 万円 }×50％－415 万円＝1,780 万円 

 ⑵ Ｘ株式に係る納税猶予分の贈与税額 

  ① Ｘ株式のみ取得したものとして計算した贈与税の額 
       Ｘ株式（父）   Ｘ株式（母）   基礎控除額 

   {（3,000 万円 ＋ 1,000 万円 ）－ 110 万円 }× 50％ － 415 万円 ＝ 1,530 万円 
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  ② ①のうち、父からの贈与に係るもの 

        Ｘ株式（父）    Ｘ株式（父）   Ｘ株式（母）  

   ① × 3,000 万円 /（ 3,000 万円 ＋ 1,000 万円 ）＝ 1,147.5 万円 

  ③ ①のうち、母からの贈与に係るもの 

     Ｘ株式（母）    Ｘ株式（父）   Ｘ株式（母）  

   ① × 1,000 万円 /（ 3,000 万円 ＋ 1,000 万円 ）＝ 382.5 万円 

   

  ④ 納税猶予分の贈与税額 

   ② ＋ ③ ＝ 1,530 万円 
 
⑶ 申告期限までに納付すべき税額 

   ⑴ － ⑵ ＝ 250 万円 

 

４ なお、問の事例は、「同一年中に異なる者から同じ会社（Ｘ株式会社）の株式の贈与を受けた場

合」であるが、「同一年中に同じ者から異なる会社の株式の贈与を受けた場合」及び「同一年中に

異なる者から異なる会社の株式の贈与を受けた場合」にも、上記と同様に納税猶予分の贈与税額

等の計算を行うこととなる。 
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（問 28）贈与税の納税猶予税額の計算（その４）：複数の贈与者から相続時精算課税による贈与を受

けた場合 

（問）Ａは、次のとおり、父及び母からＸ株式会社の株式等を贈与により取得した。 

Ａが当該株式につき「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用を受ける場合、納税猶予分の贈

与税額（猶予税額）はどのように計算するのか。 

なお、Ａは、いずれの贈与についても相続時精算課税の適用を受ける予定である（過去の年

分においてその適用を受けたことはない。）。 

  【取得をした資産の内訳等】 

  ① ×１年３月１日 ：父から株式：4,000 株（4,000 万円）、現金：500 万円を取得 

  ② ×１年６月１日 ：母から株式：3,000 株（3,000 万円）を取得 

 

（答） 

「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用に係る贈与により取得したＸ株式会社の株式の価額を特

定贈与者（父母）ごとに合計した額のそれぞれの額を、その年分の贈与税の課税価格とみなして納

税猶予分の贈与税額（猶予税額）を計算する。 

なお、問の事例の場合には、猶予税額は 400 万円（うち、父から受けた贈与に係るもの 300 万円、

母から受けた贈与に係るもの 100 万円）、申告期限までに納付すべき税額は 100 万円となる。 

 

（解説） 

１ 特例対象受贈非上場株式等に係る贈与者又は特例認定贈与承継会社が２以上ある場合の納税猶

予分の贈与税額の計算については、措置法令第40条の８の５第15項において準用する措置法令第

40条の８第14項及び第15項に規定が設けられている。 

 

２ 具体的には、その贈与が相続時精算課税によるものである場合には、特例経営承継受贈者がそ

の年中に特例措置の適用に係る贈与により取得した全ての特例認定贈与承継会社の特例対象受贈

非上場株式等の価額を特定贈与者ごとに合計した額のそれぞれの額を、当該特例経営承継受贈者

に係るその年分の贈与税の課税価格とみなし（措置法令40の８の５⑮、40の８⑭二）、措置法第70

条の７の５第２項第８号ロの規定に基づき納税猶予分の贈与税額の計算を行うこととなる。 

 

３ したがって、問の事例では、次のとおりとなる。 

 ⑴ その年中に取得した全ての財産に係る贈与税の額 

① 父から取得した全ての財産に係る贈与税の額 
         Ｘ株式      現金     特別控除額 

    {（ 4,000 万円 ＋ 500 万円 ）－ 2,500 万円 }× 20％ ＝ 400 万円 

   ② 母から取得した全ての財産に係る贈与税の額 
        Ｘ株式    特別控除額 

    （ 3,000 万円 － 2,500 万円 ）× 20％ ＝ 100 万円 

  ③ ① ＋ ② ＝ 500 万円 
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⑵ Ｘ株式に係る納税猶予分の贈与税額 

  ① 父からの贈与に係るもの 
        Ｘ株式     特別控除額 

    （ 4,000 万円 － 2,500 万円 ）× 20％ ＝ 300 万円 

   ② 母からの贈与に係るもの 
        Ｘ株式    特別控除額 

    （ 3,000 万円 － 2,500 万円 ）× 20％ ＝ 100 万円 

  ③ ① ＋ ② ＝ 400 万円 

  

 ⑶ 申告期限までに納付すべき税額 

   ⑴ － ⑵ ＝ 100 万円 

 

４ なお、問の事例は、「同一年中に異なる特定贈与者から同じ会社（Ｘ株式会社）の株式の贈与を

受けた場合」であるが、「同一年中に異なる特定贈与者から異なる会社の株式の贈与を受けた場合」

も、上記と同様に納税猶予分の贈与税額等の計算を行うこととなる。 

 

（参考）同一年中に同一の特定贈与者から異なる会社の株式につき相続時精算課税により贈与

を受けた場合の納税猶予分の贈与税額の計算 

特例経営承継受贈者が、同一年中に同一の特定贈与者から異なる特例認定贈与承継会社の

特例対象受贈非上場株式等の贈与を受けた場合には、その年中に取得したこれらの特例対象

受贈非上場株式等の価額の合計額を贈与税の課税価格とみなし（措置法令 40 の８の５⑮、40

の８⑭二）、措置法第 70 条の７の５第２項第８号ロの規定に基づき納税猶予分の贈与税額の

計算を行う。 

そして、これにより計算された金額を、特例認定贈与承継会社の異なるものごとの特例対

象受贈非上場株式等の価額によりあん分したものが、その異なるものごとの納税猶予分の贈

与税額（100 円未満の端数切捨て）となる（措置法令 40 の８の５⑮、40 の８⑮二）。 
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（問 29）贈与税の納税猶予税額の計算（その５）：暦年課税による贈与と相続時精算課税による贈与

がある場合 

（問）Ａは、次のとおり、父及び母からＸ株式会社の株式等を贈与により取得した。 

Ａが当該株式につき「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用を受ける場合、納税猶予分の贈

与税額（猶予税額）はどのように計算するのか。 

なお、Ａは、父からの贈与については相続時精算課税の適用を受ける予定であり（過去の年

分においてその適用を受けたことはない。）、また、×１年１月１日において 20歳以上である

ため、母からの贈与について特例税率（措置法 70の２の５）の適用を受けることとする。 

  【取得をした資産の内訳等】 

  ① ×１年３月１日 ：父から株式：3,000 株（3,000 万円）、現金：500 万円を取得 

  ② ×１年６月１日 ：母から株式：1,000 株（1,000 万円）を取得 

 

（答） 

暦年課税と相続時精算課税ごとに、その適用に係る贈与により取得した株式の価額をその年分の

贈与税の課税価格とみなして、納税猶予分の贈与税額（猶予税額）を計算する。 

なお、問の事例の場合には、猶予税額は 277 万円（うち、父から受けた贈与に係るもの 100 万円、

母から受けた贈与に係るもの 177 万円）、申告期限までに納付すべき税額は 100 万円となる。 

 

（解説） 

１ 同一年中に異なる者から特例対象受贈非上場株式等の贈与を受けた場合において、当該特例対

象受贈非上場株式等のうちに暦年課税の適用に係るものと相続時精算課税の適用に係るものとが

ある場合には、それぞれの適用に係る贈与により取得した株式の価額を、それぞれその年分の贈

与税の課税価格とみなし（措置法令40の８の５⑮、40の８⑭）、措置法第70条の７の５第２項第８

号イ及びロの規定に基づき、納税猶予分の贈与税額の計算を行う。 

 

２ したがって、問の事例では、次のとおりとなる。 

 ⑴ その年中に取得した全ての財産に係る贈与税の額 

  ① 父（特定贈与者）から取得した全ての財産に係る贈与税の額（相続時精算課税） 
         Ｘ株式          現金       特別控除額 

   {（ 3,000 万円 ＋ 500 万円 ）－ 2,500 万円 } × 20％ ＝ 200 万円 

   ② 母から取得した全ての財産に係る贈与税の額 （暦年課税） 
         Ｘ株式     基礎控除額 

   （ 1,000 万円 － 110 万円 ）× 30％ － 90 万円 ＝ 177 万円 

  ③ ① ＋ ② ＝ 377 万円 

  

⑵ Ｘ株式に係る納税猶予分の贈与税額 

  ① 父（特定贈与者）からの贈与に係るもの（相続時精算課税） 
         Ｘ株式    特別控除額 

   （ 3,000 万円 － 2,500 万円 ）× 20％ ＝ 100 万円 
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   ② 母からの贈与に係るもの （暦年課税） 
        Ｘ株式     基礎控除額 

   （ 1,000 万円 － 110 万円 ）× 30％ － 90 万円 ＝ 177 万円 

  ③ ① ＋ ② ＝ 277 万円 

  

 ⑶ 申告期限までに納付すべき税額 

   ⑴ － ⑵ ＝ 100 万円 
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（問 30）贈与税の納税猶予税額の計算（その６）：特例措置と一般措置の適用を受ける株式がある場

合 

（問）Ａは、次のとおり、父からＸ株式会社の株式及び現金を、母からＹ株式会社の株式を、それ

ぞれ贈与により取得した。 

Ａが、Ｘ株式会社の株式については「贈与税の納税猶予の特例措置」を、Ｙ株式会社の株式

について「贈与税の納税猶予の一般措置」の適用を受ける場合、納税猶予分の贈与税額（猶予

税額）はどのように計算するのか。 

なお、Ａは×１年１月１日において 20歳以上であるため、当該贈与につき特例税率（措置

法 70の２の５）の適用を受ける。 

  【取得をした資産の内訳等】 

  ① ×１年３月１日 ：父からＸ株式（3,000 万円）、現金：500 万円を取得 

  ② ×１年６月１日 ：母からＹ株式（1,000 万円）を取得 

 

（答） 

「贈与税の納税猶予の特例措置」と「贈与税の納税猶予の一般措置」ごとに、その適用に係る贈与

により取得した株式の価額をその年分の贈与税の課税価格とみなして、それぞれ納税猶予分の贈与

税額（猶予税額）を計算する。 

なお、問の事例の場合には、Ｘ株式に係る猶予税額は 1,035.5 万円、Ｙ株式に係る猶予税額は 177

万円、納付税額は 567.5 万円となる。 

 

（解説） 

１ 「贈与税の納税猶予の特例措置」に係る納税猶予分の贈与税額は、その適用に係る特例対象受

贈非上場株式等が暦年課税の適用に係るものである場合には、措置法第 70条の７の５第２項第８

号イの規定に基づき当該特例対象受贈非上場株式等の価額をその年分の課税価格とみなして計算

した金額となる。 

また、「贈与税の納税猶予の一般措置」に係る納税猶予分の贈与税額は、その適用に係る対象受

贈非上場株式等が暦年課税の適用に係るものである場合には、措置法第 70条の７第２項第５号イ

の規定に基づき当該対象受贈非上場株式等の価額をその年分の課税価格とみなして計算した金額

となる。 

 

２ つまり、同一年中に贈与を受けた財産のうちに特例措置の適用を受ける株式と一般措置の適用

を受ける株式がある場合には、問27のように合算することなく、それぞれの措置ごとに納税猶予

分の贈与税額を計算することとなる。 

 

３ したがって、問の事例では、次のとおりとなる。 

 ⑴ その年中に取得した全ての財産に係る贈与税の額 
      Ｘ株式（父）  現金（父）  Ｙ株式（母）   基礎控除額 

   {（3,000 万円 ＋ 500 万円 ＋ 1,000 万円 ）－ 110 万円 }×50％－415 万円＝1,780 万円 

 ⑵ Ｘ株式に係る納税猶予分の贈与税額 
         Ｘ株式     基礎控除額 

   （ 3,000 万円 － 110 万円 ）× 45％ －265 万円 ＝ 1,035.5 万円 
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 ⑶ Ｙ株式に係る納税猶予分の贈与税額 
        Ｙ株式     基礎控除額 

   （ 1,000 万円 － 110 万円 ）× 30％ － 90 万円 ＝ 177 万円 

⑷ 申告期限までに納付すべき税額 

   ⑴ － （⑵ ＋ ⑶）＝ 567.5 万円 

 

４ なお、問の事例は暦年課税によるものであるが、同一年中に同一の特定贈与者から相続時精算

課税の適用に係る贈与により特例措置と一般措置の適用を受ける株式をそれぞれ取得した場合に

も、それぞれの措置ごとに納税猶予分の贈与税額を計算する（措置法 70 の７②五ロ、70 の７の５

②八イ）。 
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《非上場株式等についての相続税の納税猶予の特例関係》 

 

（問 31）相続税の納税猶予の特例措置の適用を受けることができる相続の態様 

（問）甲の死亡により、子Ａ及び子Ｂは、それぞれ次に掲げる株式を相続により取得した。 

これらは、「相続税の納税猶予の特例措置」の適用が可能な相続の態様に該当するか。 

① Ｘ株式会社の株式をＡが、Ｙ株式会社の株式をＢが相続により取得をした場合 

② Ｘ株式会社及びＹ株式会社の株式をＡが相続により取得をした場合 

③ Ｘ株式会社の株式をＡ及びＢが相続により取得をした場合 

(注) Ｘ株式会社及びＹ株式会社について、一般措置及び特例措置の適用を受けている者はいない。 

 

（答） 

 いずれも、「相続税の納税猶予の特例措置」の適用が可能な相続の態様に該当する。 

 

（解説） 

１ 被相続人に係る特例認定承継会社が複数ある場合の「相続税の納税猶予の特例措置」の適用要

件の判定は特例認定承継会社ごとに行うため、異なる会社の株式をそれぞれ別の者が相続する場

合（問の①の事例）や、異なる会社の株式を同一の者が相続する場合（問の②の事例）は、「相続

税の納税猶予の特例措置」の適用が可能な相続の態様に該当することとなる。 

 

２ また、「相続税の納税猶予の特例措置」については、特例認定承継会社の非上場株式等を相続又

は遺贈により取得した個人のうちに特例経営承継相続人等としての要件を満たす者が２人又は３

人以上ある場合には、当該特例認定承継会社が定めた２人又は３人までの者については、その適

用を受けることができることとされている（措置法70の７の６②七）。 

  したがって、同一の会社の株式を２人の者が相続する場合（問の③の事例）も、その適用が可能

な相続の態様に該当することとなる。 

 

３ なお、「相続税の納税猶予の一般措置」（措置法70の７の２）では、認定承継会社の非上場株式等

を相続又は遺贈により取得した個人のうちに経営承継相続人等としての要件を満たす者が２人以

上ある場合に、その適用を受けることができる者は、当該認定相続承継会社が定めた一の者に限

られている（措置法70の７の２②三）。 

  このため、問の③の事例について「相続税の納税猶予の一般措置」の適用を受けようとする場

合には、Ａ又はＢのいずれか１人しかその適用を受けることはできない。 
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（問 32）特例経営承継相続人等の要件判定：特例認定承継会社の非上場株式等を相続等により取得

した者のうちに、特例措置の適用を受けない者がある場合 

（問）Ｘ株式会社の発行済株式（100 株。全て議決権に制限のない株式に該当する。）は、甲がそ

の全てを有していたところ、甲の死亡により、Ａが 95株、Ｂが５株、それぞれ取得した。 

   ところで、「相続税の納税猶予の特例措置」に係る特例経営承継相続人等については、一定

の議決権数を保有することが要件の一つとされているが、この要件は、その者が１人の場合

と、２人又は３人の場合とで、異なっている。 

Ａは「相続税の納税猶予の特例措置」の適用を受けたいと考えているが、Ｂはその適用を受

けるつもりはない。この場合、議決権数に係る要件の判定はいずれによるのか。 

 

（答） 

 １人の場合による。 

 

（解説） 

１ 特例経営承継相続人等とは、その適用に係る相続又は遺贈により特例認定承継会社の非上場株

式等の取得をした個人で一定の要件を満たす者をいうところ（措置法70の７の６②七）、その要件

の一つとして、措置法第70条の７の６第２項第７号ハにおいて、次に掲げる場合の区分に応じ、

それぞれ次に定める要件を満たしていることが規定されている。 

 ⑴ 当該個人が１人の場合 当該相続の開始の時において、当該個人が有する当該特例認定承継

会社の非上場株式等に係る議決権の数が、当該個人と特別の関係がある者のうちいずれの者※が

有する当該特例認定承継会社の非上場株式等に係る議決権の数をも下回らないこと。 

⑵ 当該個人が２人又は３人の場合 当該相続の開始の時において、当該個人が有する当該特例

認定承継会社の非上場株式等に係る議決権の数が、当該特例認定承継会社の総株主等議決権数

の100分の10以上であること及び当該個人と特別の関係がある者のうちいずれの者※が有する当

該特例認定承継会社の非上場株式等に係る議決権の数をも下回らないこと。 

※ 当該個人以外の措置法第70条の７の５第１項、第70条の７の６第１項又は第70条の７の８第１項の規定の適

用を受ける者を除く。 

 

２ ところで、問の事例のように、被相続人から特例認定承継会社の非上場株式等を相続等により

取得した者が複数ある場合において、「相続税の納税猶予の特例措置」の適用を受ける者はそのう

ちの１人のみであるときは、上記１のいずれの要件によるのか疑問も生じる。 

 

３ この点、上記１の「個人」とは、「被相続人から措置法第70条の７の６第１項の規定の適用に係

る相続又は遺贈により特例認定承継会社の非上場株式等の取得をした個人」をいうことから（措

置法70の７の６②七）、その「個人」が１人の場合であるか、２人又は３人の場合であるかは、被

相続人から特例認定承継会社の非上場株式等を相続等により取得した者のうち、「相続税の納税猶

予の特例措置」の適用を受ける者の数によることとなる。 

 

４ 問の事例においては、Ａのみが「相続税の納税猶予の特例措置」の適用を受けることから、上記

１⑴の「当該個人が１人の場合」の基準により、議決権数に係る要件の判定を行う。 
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（問 33）相続税の納税猶予税額の計算方法（その１）：通常の場合 

（問）甲の死亡により、その相続人である子Ａ及び子Ｂは、次のとおり財産を取得した。 

   ＡがＸ株式会社の株式について「相続税の納税猶予の特例措置」の適用を受けるとした場

合、猶予税額等はどのようになるか。 

 Ａ Ｂ 合計 

Ｘ株式 ３億 － ３億 

その他 ２億 ５億 ７億 

合計 ５億 ５億 10 億 

 (注)  法定相続人はＡ及びＢの２人である。 

 

（答） 

次のとおり。 

 Ａ Ｂ 

各人の算出税額 1 億 9,750 万円 1 億 9,750 万円 

猶予税額 1 億 1,062.5 万円  ― 

申告期限までに納付すべき税額 8,687.5 万円  1 億 9,750 万円 

 

（解説） 

１ 「相続税の納税猶予の特例措置」では、特例経営承継相続人等が取得した財産は特例対象非上

場株式等のみであるとして、その価額を当該特例経営承継相続人等に係る相続税の課税価格とみ

なして（他の相続人等については、その者が取得した全ての財産の価額による。）計算した当該特

例経営承継相続人等に係る相続税額が、納税猶予分の相続税額となり（措置法 70の７の６②八）、

これと、通常の計算方法（相続人等が取得した全ての財産の価額による。）による当該特例経営承

継相続人等に係る相続税の額との差額が、当該特例経営承継相続人等が申告期限までに納付すべ

き税額となる。 

 また、特例経営承継相続人等以外の者については、相続人等が取得した全ての財産に基づき計

算した金額が、その者の相続税額となる。 

 

２ したがって、問の事例では、次のとおりとなる。 

 ⑴ Ａ及びＢが取得した全ての財産に基づくＡ及びＢの算出税額の計算  

① 課税価格の合計額 

（３億円（Ｘ株式）＋２億円（その他））【Ａの取得財産】＋５億円【Ｂの取得財産】＝10億円 

  ② 課税遺産総額 

① － 4,200 万円（基礎控除※）＝ 9 億 5,800 万円 

※「3,000 万円＋法定相続人の数×600 万円」による。なお、問の事例では、法定相続人の数はＡ及びＢの

２人であるため、基礎控除は 4,200 万円となる（以下、問 36 までにおいて同じ。）。 

  ③ ②の金額に基づく相続税の総額 

3 億 9,500 万円 

④ 各人の算出税額 

Ａ： ③ × ５億円/10 億円 ＝ 1 億 9,750 万円 

Ｂ： ③ × ５億円/10 億円 ＝ 1 億 9,750 万円 
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 ⑵ Ａに係る納税猶予分の相続税額（Ａが取得した財産はＸ株式のみとして計算） 

① 課税価格の合計額 

３億円【Ａの取得財産：Ｘ株式】 ＋   ５億円【Ｂの取得財産】＝ ８億円 

  ② 課税遺産総額 

① － 4,200 万円（基礎控除）＝ 7 億 5,800 万円 

③ ②の金額に基づく相続税の総額 

2 億 9,500 万円 

④ Ａに係る納税猶予分の相続税額 

③ × ３億円/８億円 ＝ 1 億 1,062.5 万円 

 

 ⑶ 申告期限までに納付すべき税額 

   Ａ：1億 9,750 万円 － 1 億 1,062.5 万円 ＝8,687.5 万円 

   Ｂ：1億 9,750 万円  

 

 

（参考）納税が猶予される相続税などの計算方法（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課税価格の合計額に基づいて計算した相続税の総額のうち、特例経営承継相続人等の課税価格に対応
する相続税を計算します。
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等以外の財産から先に控除します。） 。
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「②の金額」が「納税が猶予される相続税」となります。
なお、「①の金額」から「納税が猶予される相続税（②の金額）」を控除
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あります。

課税価格の合計額

②

①

Ａに対応する
特例経営承継
相続人等の相
続税
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（問 34）相続税の納税猶予税額の計算方法（その２）：複数の特例認定承継会社の非上場株式等につ

いて適用を受ける場合 

（問）甲の死亡により、その相続人である子Ａ及び子Ｂは、次のとおり財産を取得した。 

   ＡがＸ株式会社の株式及びＹ株式会社の株式について「相続税の納税猶予の特例措置」の適

用を受けるとした場合、猶予税額等はどのように計算するのか。 

 Ａ Ｂ 合計 

Ｘ株式 ２億 ― ２億 

Ｙ株式 １億 ― １億 

その他 ２億 ５億 ７億 

合計 ５億 ５億 10 億 

 (注)  法定相続人はＡ及びＢの２人である。 

 

（答） 

甲から取得したＸ株式会社の株式とＹ株式会社の株式の価額の合計額をＡに係る相続税の課税価

格とみなして（Ｂについては、その者が取得した全ての財産の価額による。）、納税猶予分の相続税

額を計算する。 

また、その金額をＸ株式会社の株式の価額とＹ株式会社の株式の価額によりあん分したものが、

それぞれの株式ごとの納税猶予分の相続税額（猶予税額）となる。 

なお、問の事例の猶予税額等は、次のとおりとなる。 

 Ａ Ｂ 

各人の算出税額 1 億 9,750 万円 1 億 9,750 万円 

猶予税額 

1 億 1,062.5 万円  

 

 

― 

申告期限までに納付すべき税額 8,687.5 万円  1 億 9,750 万円 

 

（解説） 

１ 特例対象非上場株式等に係る特例認定承継会社が２以上ある場合の納税猶予分の相続税額の計

算については、措置法令第 40条の８の６第 19 項及び第 20項に規定が設けられている。 

 

２ 具体的には、特例経営承継相続人等が被相続人から取得した全ての特例認定承継会社の特例対

象非上場株式等の価額の合計額を、当該特例経営承継相続人等に係る相続税の課税価格とみなし

（措置法令 40の８の６⑲）、措置法第 70条の７の６第２項第８号の規定に基づき納税猶予分の相

続税額の計算を行う。 

そして、これにより計算された金額を、特例認定承継会社の異なるものごとの特例対象非上場

株式等の価額によりあん分したものが、その異なるものごとの納税猶予分の相続税額（100 円未満

の端数切捨て）となる（措置法令 40 の８の６⑳）。 

 

Ｘ株式：7,375  万円 
Ｙ株式：3,687.5 万円 
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３ したがって、問の事例では、次のとおりとなる。 

 ⑴ Ａ及びＢが取得した全ての財産に基づくＡ及びＢの算出税額の計算  

① 課税価格の合計額  

（２億円（Ｘ株式）＋１億円（Ｙ株式）＋２億円（その他））【Ａの取得財産】 

＋ ５億円【Ｂの取得財産】＝ 10 億円 

  ② 課税遺産総額 

① － 4,200 万円（基礎控除）＝ 9 億 5,800 万円 

  ③ ②の金額に基づく相続税の総額 

3 億 9,500 万円 

④ 各人の算出税額 

Ａ： ③ × ５億円/10 億円 ＝ 1 億 9,750 万円 

Ｂ： ③ × ５億円/10 億円 ＝ 1 億 9,750 万円 

  

 ⑵ Ａに係る納税猶予分の相続税額（Ａが取得した財産はＸ株式及びＹ株式のみとして計算） 

① 課税価格の合計額 

（２億円（Ｘ株式）＋１億円（Ｙ株式））【Ａの取得財産：Ｘ株式及びＹ株式】  

＋  ５億円【Ｂの取得財産】＝ ８億円 

  ② 課税遺産総額 

① － 4,200 万円（基礎控除）＝ 7 億 5,800 万円 

③ ②の金額に基づく相続税の総額 

2 億 9,500 万円 

④ Ａに係る納税猶予分の相続税額 

イ Ａに係る相続税額 

③ × ３億円/８億円 ＝ 1 億 1,062.5 万円 

ロ イのうち、Ｘ株式に係るもの 

  イ × ２億円/３億円 ＝ 7,375 万円 

ハ イのうち、Ｙ株式に係るもの 

  イ × １億円/３億円 ＝ 3,687.5 万円 

ニ 納税猶予分の贈与税額 

  ロ ＋ ハ ＝ 1 億 1,062.5 万円 

 

 ⑶ 申告期限までに納付すべき税額 

   Ａ：1億 9,750 万円 － 1 億 1,062.5 万円 ＝8,687.5 万円 

   Ｂ：1億 9,750 万円  
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（問 35）相続税の納税猶予税額の計算方法（その３）：特例経営承継相続人等が複数ある場合 

（問）甲の死亡により、その相続人である子Ａ及び子Ｂは、次のとおり財産を取得した。 

   Ａ及びＢがＸ株式会社の株式について「相続税の納税猶予の特例措置」の適用を受けるとし

た場合、猶予税額等はどのように計算するのか。 

 Ａ Ｂ 合計 

Ｘ株式 ３億 ２億 ５億 

その他 ２億 ３億 ５億 

合計 ５億 ５億 10 億 

 (注)  法定相続人はＡ及びＢの２人である。 

 

（答） 

Ａに係る納税猶予分の相続税額は、ＡについてはＸ株式会社の株式の価額をその相続税の課税価

格とみなして（Ｂについては、取得した全ての財産の価額による。）、計算した相続税額による。 

また、Ｂに係る納税猶予分の相続税額は、ＢについてはＸ株式会社の株式の価額をその相続税の

課税価格とみなし（Ａについては、取得した全ての財産の価額による。）、計算した相続税額による。 

なお、問の事例の猶予税額等は、次のとおりとなる。 

 Ａ Ｂ 

各人の算出税額 1 億 9,750 万円 1 億 9,750 万円 

猶予税額 1 億 1,062.5 万円     7,000 万円 

申告期限までに納付すべき税額 8,687.5 万円  1 億 2,750 万円 

 

（解説） 

１ 特例経営承継相続人等に係る納税猶予分の相続税額の計算は問 33 のとおりであるところ、被相

続人に係る特例経営承継相続人等が２以上ある場合におけるその計算は、それぞれの特例経営承

継相続人等ごとに行うこととされている（措置通 70 の７の６－13、70 の７の２－16の２）。 

 

２ つまり、ある特例経営承継相続人等に係る納税猶予分の相続税額の計算を行う場合には、その

者については特例対象非上場株式等の価額が相続税の課税価格とみなされるが、他の特例経営承

継相続人等に係る課税価格は、その者が取得した全ての財産に基づくものとなる。 

 

３ したがって、問の事例では、次のとおりとなる。 

 ⑴ Ａ及びＢが取得した全ての財産に基づくＡ及びＢの算出税額の計算 

① 課税価格の合計額  

（３億円（Ｘ株式）＋２億円（その他））【Ａの取得財産】 

＋（２億円（Ｘ株式）＋３億円（その他））【Ｂの取得財産】＝ 10 億円 

  ② 課税遺産総額 

① － 4,200 万円（基礎控除）＝ 9 億 5,800 万円 

  ③ ②の金額に基づく相続税の総額 

3 億 9,500 万円 
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④ 各人の算出税額 

Ａ： ③ × ５億円/10 億円 ＝ 1 億 9,750 万円 

Ｂ： ③ × ５億円/10 億円 ＝ 1 億 9,750 万円 

  

 ⑵ 各人の納税猶予分の相続税額 

  ① Ａに係る納税猶予分の相続税額（Ａが取得した財産はＸ株式のみとして計算） 

イ 課税価格の合計額 

３億円【Ａの取得財産：Ｘ株式】 ＋  ５億円【Ｂの取得財産】＝ ８億円 

   ロ 課税遺産総額 

イ － 4,200 万円（基礎控除）＝ 7 億 5,800 万円 

ハ ロの金額に基づく相続税の総額 

2 億 9,500 万円 

ニ Ａに係る納税猶予分の相続税額 

ハ × ３億円/８億円 ＝ 1 億 1,062.5 万円 

  

② Ｂに係る納税猶予分の相続税額（Ｂが取得した財産はＸ株式のみとして計算） 

イ 課税価格の合計額 

５億円【Ａの取得財産】 ＋  ２億円【Ｂの取得財産：Ｘ株式】＝ ７億円 

   ロ 課税遺産総額 

イ － 4,200 万円（基礎控除）＝ 6 億 5,800 万円 

ハ ロの金額に基づく相続税の総額 

2 億 4,500 万円 

ニ Ｂに係る納税猶予分の相続税額 

ハ × ２億円/７億円 ＝ 7,000 万円 

 

 ⑶ 申告期限までに納付すべき税額 

   Ａ：1億 9,750 万円 － 1 億 1,062.5 万円 ＝   8,687.5 万円 

   Ｂ：1億 9,750 万円 －      7,000 万円 ＝ 1 億 2,750 万円 

 

４ なお、問の事例はＡ及びＢが同じ特例認定承継会社（Ｘ株式会社）の株式を取得する場合であ

るが、相続人等が異なる特例認定承継会社の株式を取得し、それぞれの株式につき「相続税の納

税猶予の特例措置」の適用を受ける場合も、上記と同様に、特例経営承継相続人等ごとに納税猶

予分の相続税額の計算を行う。 
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（問 36）相続税の納税猶予税額の計算方法（その４）：特例措置と一般措置の適用がある場合 

（問）甲の死亡により、その相続人である子Ａ及び子Ｂは、次のとおり財産を取得した。 

   ＡがＸ株式会社の株式について「相続税の納税猶予の特例措置」を、また、Ｙ株式会社の株

式について「相続税の納税猶予の一般措置」の適用を受けるとした場合、猶予税額等はどのよ

うに計算するのか。 

 Ａ Ｂ 合計 

Ｘ株式 ２億 ― ２億 

Ｙ株式 １億 ― １億 

その他 ２億 ５億 ７億 

合計 ５億 ５億 10 億 

 (注)  法定相続人はＡ及びＢの２人である。 

 

（答） 

Ｘ株式会社の株式に係る納税猶予分の相続税額は、その価額をＡに係る相続税の課税価格とみな

して（Ｂについては、取得した全ての財産の価額による。）計算した相続税額による。 

また、Ｙ株式会社の株式に係る納税猶予分の相続税額は、その価額をＡに係る相続税の課税価格

とみなして（Ｂについては、取得した全ての財産の価額による。）計算した相続税額から、その価額

の 20％相当額をＡに係る相続税の課税価格とみなして（Ｂについては、取得した全ての財産の価額

による。）計算した相続税額を控除した残額による。 

なお、問の事例の猶予税額等は、次のとおりとなる。 

 Ａ Ｂ 

各人の算出税額 1 億 9,750 万円 1 億 9,750 万円 

猶予税額 

96,653,800 円  

 

 

― 

申告期限までに納付すべき税額 100,846,200 円  1 億 9,750 万円 

 

（解説） 

１ 同一の者が相続又は遺贈により取得した財産のうちに、「相続税の納税猶予の特例措置」の適用

を受ける非上場株式等と「相続税の納税猶予の一般措置」の適用を受ける非上場株式等とがある

場合には、それぞれの非上場株式等ごとに、納税猶予分の相続税額を計算することとなる（措置

法 70の７の２②五、70の７の６②八）。 

 

２ したがって、問の事例では、次のとおりとなる。 

 ⑴ Ａ及びＢが取得した全ての財産に基づくＡ及びＢの算出税額の計算  

① 課税価格の合計額  

（２億円（Ｘ株式）＋１億円（Ｙ株式）＋２億円（その他））【Ａの取得財産】 

＋ ５億円【Ｂの取得財産】＝ 10 億円   

② 課税遺産総額 

① － 4,200 万円（基礎控除）＝ 9 億 5,800 万円 

Ｘ株式：7,000 万円 
Ｙ株式：26,653,800 円 
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  ③ ②の金額に基づく相続税の総額 

3 億 9,500 万円 

④ 各人の算出税額 

Ａ： ③ × ５億円/10 億円 ＝ 1 億 9,750 万円 

Ｂ： ③ × ５億円/10 億円 ＝ 1 億 9,750 万円 

  

⑵ Ａに係る納税猶予分の相続税額 

  ① Ｘ株式（特例措置）に係る納税猶予分の相続税額（Ａが取得した財産はＸ株式のみとして

計算） 

イ 課税価格の合計額 

２億円【Ａの取得財産：Ｘ株式】 ＋  ５億円【Ｂの取得財産】＝ ７億円 

   ロ 課税遺産総額 

イ － 4,200 万円（基礎控除）＝ 6 億 5,800 万円 

ハ ロの金額に基づく相続税の総額 

2 億 4,500 万円 

ニ Ｘ株式に係る納税猶予分の相続税額 

ハ × ２億円/７億円 ＝ 7,000 万円 

  

② Ｙ株式（一般措置）に係る納税猶予分の相続税額 

イ Ａが取得した財産はＹ株式のみ（１億円）として計算 

(ｲ) 課税価格の合計額 

1 億円【Ａの取得財産：Ｙ株式】 ＋  ５億円【Ｂの取得財産】＝ ６億円 

    (ﾛ) 課税遺産総額 

(ｲ) － 4,200 万円（基礎控除）＝ 5 億 5,800 万円 

(ﾊ) (ﾛ)の金額に基づく相続税の総額 

1 億 9,710 万円 

(ﾆ) 算出税額  

(ﾊ)  × １億円/６億円 ＝ 3,285 万円 

ロ Ａが取得した財産はＹ株式の 20％相当額（2,000 万円）のみとして計算 

(ｲ) 課税価格の合計額 

2,000 万円【Ａの取得財産：Ｙ株式の 20％】＋ ５億円【Ｂの取得財産】＝5.2 億円 

    (ﾛ) 課税遺産総額 

(ｲ) － 4,200 万円（基礎控除）＝ 4 億 7,800 万円 

(ﾊ) (ﾛ)の金額に基づく相続税の総額 

1 億 6,110 万円 

(ﾆ) 算出税額 

(ﾊ)  × 2,000 万円/5.2 億円 ＝ 6,196,153 円 

   ハ Ｙ株式に係る納税猶予分の相続税額 

     イ － ロ ＝ 26,653,800 円（100 円未満切捨て） 
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③ Ａに係る納税猶予分の相続税額の合計 

  ① ＋ ② ＝ 96,653,800 円 

 

 ⑶ 申告期限までに納付すべき税額 

   Ａ：1億 9,750 万円 － 96,653,800 円 ＝ 100,846,200 円 

   Ｂ：1億 9,750 万円  
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《非上場株式等の贈与者が死亡した場合の相続税の納税猶予の特例関係》 

 

（問 37）適用期限の有無 

（問）Ａは、甲（父）からＸ株式会社の株式の贈与を受け、「贈与税の納税猶予の特例措置」の適

用を受けている。 

   この措置の適用を受けた場合、贈与者である甲が死亡したときは、当該株式はＡが甲から相

続により取得したものとみなされ、一定の要件を満たすことで「贈与者が死亡した場合の相続

税の納税猶予の特例措置」の適用を受けることができるが、この場合の相続は、「相続税の納

税猶予の特例措置」と同様に「平成 30 年１月１日から平成 39 年 12 月 31 日まで」のものに限

られるのか。 

 

（答） 

「贈与者が死亡した場合の相続税の納税猶予の特例措置」については、適用期限は設けられてい

ない。 

 

（解説） 

１ 「相続税の納税猶予の特例措置」では、措置法第70条の７の６第１項において、その対象となる

相続又は遺贈について、原則として、平成30年１月１日から平成39年12月31日までの間のものに

限る旨、規定しているが、「贈与者が死亡した場合の相続税の納税猶予の特例措置」について規定

している措置法第70条の７の８には、このような規定は設けられていない。 

 

２ したがって、「贈与者が死亡した場合の相続税の納税猶予の特例措置」に係る相続には、期間制

限はないこととなる。 

 

３ なお、「贈与者が死亡した場合の相続税の納税猶予の特例措置」の適用に当たっては、円滑化省

令第13条第１項の規定による都道府県知事の確認を受ける必要があるが（措置法70の７の８⑤三、

措置法規則23の12の５⑬）、この場合の相続における「特例承継計画」については、都道府県知事

への提出等は不要である。 
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《事業の継続が困難な事由が生じた場合の免除関係》 

 

（問 38）差額免除等の概要 

（問）特例措置では、事業の継続が困難な事由が生じた場合に一定の猶予税額が免除される措置

が設けられているが、具体的にはどのような制度か。 

 

（答） 

 特例措置に設けられた新たな免除制度は、特例経営贈与承継期間等の経過後に事業の継続が困難

な一定の事由が生じた場合において特例対象受贈非上場株式等の譲渡等をしたときは、その対価の

額（譲渡等の時の価額の２分の１以下である場合には、当該２分の１に相当する金額）を基に猶予

税額を再計算し、これと一定の配当等の金額との合計額が従前の猶予税額を下回る場合には、その

差額は免除され、当該合計額のみ納付するというものである。 

 なお、譲渡等の対価の額がその時の価額の２分の１以下である場合には、譲渡等の後２年を経過

する日において譲渡等の時の雇用の半数が維持されているなど一定の要件を満たす場合には、実際

の対価の額に基づき再計算した税額等との差額が追加で免除される。 

 

（解説） 

１ 特例措置では、特例経営贈与承継期間等の経過後に特例認定贈与承継会社等の事業の継続が困

難な一定の事由が生じた場合に、①特例対象受贈非上場株式等を譲渡等したとき、又は特例認定

贈与承継会社等が②合併により消滅したとき、③株式交換若しくは株式移転（以下「株式交換等」

という。）により他の会社の株式交換完全子会社等となったとき若しくは④解散をしたときは、一

定の要件のもと、納税の猶予に係る期限が確定する猶予税額のうち一定の金額を税務署長の通知

により免除する措置が次のとおり講じられている（措置法 70 の７の５⑫～⑲等）（以下、⑴又は

⑵による免除を「差額免除」といい、⑶による免除を「追加免除」という。）。 

 (注) 「事業の継続が困難な一定の事由」については、問 45 参照。 

⑴ 時価に相当する金額の２分の１までの部分に対応する猶予税額の免除 

特例対象受贈非上場株式等の譲渡の対価の額、合併対価の額若しくは交換等対価の額（これ

らの対価の額が当該特例対象受贈非上場株式等の時価に相当する金額の２分の１以下である場

合には、当該２分の１に相当する金額）又は解散の時における特例対象受贈非上場株式等の時

価に相当する金額を贈与等により取得をした特例対象受贈非上場株式等の当該贈与等の時にお

ける価額とみなして計算した猶予税額とこれらの事由が生じた日以前５年以内において特例経

営承継受贈者等及びこれと特別の関係のある者が受けた配当等の額との合計額（以下「直前配

当等の額」という。）との合計額を納付することとし、従前の猶予税額から当該合計額を控除し

た残額を免除する（措置法 70の７の５⑫等）。 

 

⑵ 実際の譲渡等の対価の額が時価に相当する金額の２分の１を下回った場合の納税猶予及び免

除 

特例対象受贈非上場株式等の譲渡等をした場合等（特例認定贈与承継会社が解散をした場合

を除き、その対価の額が時価に相当する金額の２分の１に相当する金額を下回る場合に限る。）

において、下記⑶の適用を受けようとするときは、担保の提供を条件に、上記⑴の再計算した

猶予税額と直前配当等の額との合計額を猶予中贈与税額とすることができる（従前の猶予税額
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から当該合計額を控除した残額は免除される。）（措置法 70の７の５⑬等）。 

 

⑶ ⑵の場合の猶予税額の免除 

上記⑵の場合において、上記⑵の特例対象受贈非上場株式等の譲渡等をした後２年を経過す

る日において、特例認定贈与承継会社等の事業が継続している場合(注)として一定の要件に該当

するときには、特例対象受贈非上場株式等の譲渡等の対価の額（時価に相当する金額の２分の

１以下であった実額）を特例対象受贈非上場株式等の贈与等の時における価額とみなして再計

算した金額と直前配当等の額との合計額を納付することとし、上記⑵による猶予中贈与税額か

ら当該合計額を控除した残額については、免除する（措置法 70の７の５⑭等）。 

ただし、この一定の要件に該当しない場合には、上記⑵による猶予中贈与税額を納付するこ

ととなる。 

(注)  「事業を継続している場合」とは、譲渡等、合併又は株式交換等に係る会社が、当該２年を経過する日

において、次の要件の全てを満たす場合をいう（措置法令 40 の８の５㉛等、措置法規則 23 の 12 の２㉗

等）。 

  ⑴ 商品の販売その他の一定の業務を行っていること。 

   ⑵ 譲渡等の事由に該当することとなった時の直前における特例認定贈与承継会社の常時使用従業員のう

ちその総数の２分の１以上に相当する数（その数に１人未満の端数があるときはこれを切り捨てた数と

し、当該該当することとなった時における常時使用従業員の数が１人のときは１人とする。）の者が、当

該該当することとなった時から当該２年を経過する日まで引き続きその会社の常時使用従業員であるこ

と（問 51 参照）。    

  ⑶ ⑵の常時使用従業員が勤務している事務所、店舗、工場その他これらに類するものを所有し、又は賃

借していること。 

 

２  上記１の免除の適用を受けようとする者は、差額免除（上記１⑴又は⑵）については上記１①

～④に該当することとなった日から２月を経過する日(注)までに、また、追加免除（上記１⑶）に

ついては上記１⑶の２年を経過する日から２月を経過する日(注)までに、それぞれ免除の申請を行

う必要がある（措置法 70の７の５⑫⑬⑯等）。 

  (注) 当該２月を経過する日までに当該特例経営承継受贈者等が死亡した場合には、当該特例経営承継受贈者等

の相続人（包括受遺者を含む。）が当該特例経営承継受贈者等の死亡による相続の開始があったことを知った

日の翌日から６月を経過する日。以下問 43 までにおいて同じ。 

 

３ なお、納付が必要となる猶予税額の納期限は、上記１⑴の場合は同⑴に該当することとなった

日から２月を経過する日と、また、上記１⑶の場合は同⑶の２年を経過する日から２月を経過す

る日とされている（措置法 70の７の５⑫⑭等）。 
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（問 39）差額免除の計算の具体例（その１）：２分の１超の対価で譲渡した場合 

（問）Ａは、甲から贈与されたＸ株式会社の株式について「贈与税の納税猶予の特例措置」の適

用を受け、特例経営贈与承継期間は経過したが、このたび、Ｘ株式会社の業績の悪化に伴い、

その有する株式の全てを譲渡した。 

この場合に差額免除により免除される税額等はどのようになるのか。 

 〔贈与時〕 

・ 相続税評価額：300（猶予税額：150） 

 〔譲渡時〕 

  ・ 譲渡対価：200（譲渡対価を基に再計算した猶予税額：100） 

  ・ 譲渡時におけるＸ株式会社の株式の相続税評価額：250 

  ・ 譲渡以前５年以内にＡがＸ株式会社から受けた配当等はない。 

  (注) 上記の数値は、実際の税額等とは異なる。 

 

（答） 

 次のとおりとなる。 

・ 免除される税額      ： 50 

・ 猶予期限が確定する税額  ：100 

 

（解説） 

１ 問の事例では、譲渡対価の額（200）が譲渡時の特例対象受贈非上場株式等の価額（250）の２分

の１超であるため、譲渡対価の額（200）に基づき猶予税額を再計算することとなる。 

 

２ そして、この譲渡対価の額に基づき再計算した税額（100）と従前の猶予税額 150 との差額（50）

が免除される。 

なお、再計算した猶予税額（100）は、譲渡をした日から２月を経過する日において、納税猶予

の期限が確定することとなる。 
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（問 40）差額免除の計算の具体例（その２）：２分の１以下の対価で譲渡した場合 

（問）Ａは、甲から贈与されたＸ株式会社の株式について「贈与税の納税猶予の特例措置」の適

用を受け、特例経営贈与承継期間は経過したが、このたび、Ｘ株式会社の業績の悪化に伴い、

その有する株式の全てを譲渡した。 

この場合に、差額免除及び追加免除により免除される税額等はどのようになるのか。 

 〔贈与時〕 

・ 相続税評価額：300（猶予税額：150） 

 〔譲渡時〕 

  ・ 譲渡対価：60（譲渡対価を基に再計算した猶予税額：30） 

    ・ 譲渡時におけるＸ株式会社の株式の相続税評価額：200 

    （相続税評価額の２分の１（100）を基に再計算した猶予税額：50） 

  ・ 譲渡以前５年以内にＡがＸ株式会社から受けた配当等はない。 

 (注) 上記の数値は、実際の税額等とは異なる。 

 

（答） 

 次のとおりとなる。 

１ 譲渡時（差額免除） 

・ 免除される税額      ：100 

・ 納税猶予される税額    ： 50 

２ 譲渡時から２年を経過する日（追加免除） 

 ・ 免除される税額      ： 20 

 ・ 猶予期限が確定する税額  ： 30 

 

（解説） 

１ 譲渡時（差額免除） 

⑴ 問の事例では、譲渡対価の額（60）が譲渡時の特例対象受贈非上場株式等の価額（200）の２

分の１以下であるため、譲渡時には、その２分の１に相当する金額（100）に基づき猶予税額を

再計算することとなる。 

 

⑵ したがって、譲渡時には、この２分の１に相当する金額（100）に基づき再計算した税額（50）

と従前の猶予税額（150）との差額（100）が免除されることとなる。 

また、この際、措置法第 70 条の７の５第 13 項の規定の適用を受ける場合には、再計算され

た税額（50）については、納税の猶予が継続される。 

    (注) 措置法第 70 条の７の５第 13 項の規定の適用を受けない場合には、再計算された税額（50）については、

譲渡をした日から２月を経過する日において、納税猶予の期限が確定することとなる。 

 

２ 譲渡時から２年を経過する日（追加免除） 

上記１⑵により納税の猶予が継続された税額（50）については、譲渡の日から２年を経過する

日において、事業を継続している場合として一定の要件を満たかどうかの判定を行い、その要件

を満たす場合には、実際の譲渡対価（60）に基づき再計算した猶予税額（30）との差額（20）が、

追加免除される。 
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なお、実際の譲渡対価に基づき再計算した猶予税額（30）は、その２年を経過する日から２月を

経過する日において、納税猶予の期限が確定することとなる。 

 (注) 一定の要件を満たさない場合、納税の猶予が継続された税額（50）は、その２年を経過する日から２月を経

過する日において、納税猶予の期限が確定することとなる。 
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（問 41）差額免除の計算の具体例（その３）：２分の１超の対価で合併した場合 

（問）Ａは、甲から贈与されたＸ株式会社の株式について「贈与税の納税猶予の特例措置」の適

用を受け、特例経営贈与承継期間は経過したが、このたび、Ｘ株式会社は、その業績の悪化

に伴い、Ｙ株式会社と合併した。 

この場合に差額免除により免除される税額等はどのようになるのか。 

〔贈与時〕 

・ 相続税評価額：300（猶予税額：150） 

 〔合併時〕 

  ・ 合併対価：200【現金：50、Ｙ株式会社の株式：150】 

（合併対価を基に再計算した猶予税額：100） 

  ・ 合併時におけるＸ株式会社の株式の相続税評価額：250 

  ・ 合併以前５年以内にＡがＸ株式会社から受けた配当等はない。 

  (注) 上記の数値は、実際の税額等とは異なる。 

 

（答） 

 次のとおりとなる。 

・ 免除される税額      ：50 

・ 猶予期限が確定する税額  ：25 

・ 納税の猶予が継続される税額：75 

 

（解説） 

１ 問の事例では、合併対価の額（200）が合併時の特例対象受贈非上場株式等の価額（250）の２分

の１超であるため、合併対価の額（200）に基づき猶予税額を再計算することとなる。 

 

２ そして、この合併対価の額に基づき再計算した税額（100）と従前の猶予税額(150)との差額（50）

が免除される。 

なお、再計算した猶予税額（100）のうち、現金対応分（100×50/200＝25）については、合併が

効力を生じた日から２月を経過する日において納税猶予の期限が確定し、残額（75：Ｙ株式会社

の株式に対応する部分）は納税の猶予が継続される。 
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（問 42）差額免除の計算の具体例（その４）：２分の１以下の対価で合併した場合 

（問）Ａは、甲から贈与されたＸ株式会社の株式について「贈与税の納税猶予の特例措置」の適

用を受け、特例経営贈与承継期間は経過したが、このたび、Ｘ株式会社は、その業績の悪化

に伴い、Ｙ株式会社と合併した。 

この場合に、差額免除及び追加免除により免除される税額等はどのようになるのか。 

 〔贈与時〕 

・ 相続税評価額：300（猶予税額：150） 

 〔合併時〕 

・ 合併対価：60【現金：20、Ｙ株式会社の株式：40】 

（合併対価を基に再計算した猶予税額：30） 

    ・ 合併時におけるＸ株式会社の株式の相続税評価額：200 

    （相続税評価額の２分の１（100）を基に再計算した猶予税額：50） 

  ・ 合併以前５年以内にＡがＸ株式会社から受けた配当等はない。 

 (注) 上記の数値は、実際の税額等とは異なる。 

 

（答） 

 次のとおりとなる。 

１ 合併時（差額免除） 

・ 免除される税額      ：100 

・ 納税猶予される税額    ： 50 

２ 合併時から２年を経過する日（追加免除） 

 ・ 免除される税額      ： 20 

 ・ 猶予期限が確定する税額  ： 10 

・ 納税の猶予が継続される税額： 20 

 

（解説） 

１ 合併時（差額免除） 

⑴ 問の事例では、合併対価の額（60）が合併時の特例対象受贈非上場株式等の価額（200）の２

分の１以下であるため、合併時には、その２分の１に相当する金額（100）に基づき猶予税額を

再計算することとなる。 

 

⑵ したがって、合併時には、この２分の１に相当する金額（100）に基づき再計算した税額（50）

と従前の猶予税額（150）との差額（100）が免除されることとなる。 

また、この際、措置法第 70 条の７の５第 13 項の規定の適用を受ける場合には、再計算され

た税額（50）については、納税の猶予が継続される。 

 (注) 措置法第 70 条の７の５第 13 項の規定の適用を受けない場合には、再計算された税額（50）のうち、現

金対応部分（50×20/60＝16※）については、合併が効力を生じた日から２月を経過する日において納税猶

予の期限が確定し、残額（14：Ｙ株式会社の株式に対応する部分）は納税の猶予が継続される。 

   ※ 100 円未満の端数は切り捨てる。 
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２ 合併時から２年を経過する日（追加免除） 

上記１⑵により納税の猶予が継続された税額（50）については、合併が効力を生ずる日から２

年を経過する日において、事業を継続している場合として一定の要件を満たすかどうかの判定を

行い、その要件を満たす場合には、実際の合併対価（60）に基づき再計算した猶予税額（30）との

差額（20）が、追加免除される。 

なお、実際の合併対価に基づき再計算した猶予税額（30）のうち、現金対応部分（30×20/60＝

10※）については、その２年を経過する日から２月を経過する日において納税猶予の期限が確定し、

残額（20：Ｙ株式会社の株式に対応する部分）は納税の猶予が継続される。 

※ 100 円未満の端数は切り捨てる。 

 (注) 一定の要件を満たさない場合、納税の猶予が継続された税額（50）のうち、現金対応部分（50－30×40/60

＝30※）については、その２年を経過する日から２月を経過する日において納税猶予の期限が確定し、残額（20：

Ｙ株式会社の株式に対応する部分）は納税の猶予が継続される。 

   ※ 100 円未満の端数は切り捨てる。 
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（問 43）差額免除の計算の具体例（その５）：解散をした場合 

（問）Ａは、甲から贈与されたＸ株式会社の株式について「贈与税の納税猶予の特例措置」の適

用を受け、特例経営贈与承継期間は経過したが、このたび、Ｘ株式会社は、その業績の悪化

に伴い解散した。 

この場合に、差額免除により免除される税額等はどのようになるのか。 

 〔贈与時〕 

・ 相続税評価額：300（猶予税額：150） 

 〔合併時〕 

・ 解散時におけるＸ株式会社の株式の相続税評価額：200 

    （相続税評価額 200 を基に再計算した猶予税額：100） 

  ・ 解散以前５年以内にＡがＸ株式会社から受けた配当等はない。 

 (注) 上記の数値は、実際の税額等とは異なる。 

 

（答） 

 次のとおりとなる。 

・ 免除される税額      ： 50 

・ 猶予期限が確定する税額  ：100 

 

（解説） 

１ 特例認定贈与承継会社が解散した場合の差額免除については、譲渡等の場合における２分の１

判定は不要であり、解散時におけるＸ株式会社の相続税評価額（200）に基づき猶予税額を再計算

することとなる。 

 

２ そして、この解散時における相続税評価額に基づき再計算した税額（100）と従前の猶予税額（150）

との差額（50）が免除される。 

なお、再計算した猶予税額（100）については、解散の日から２月を経過する日において納税猶

予の期限が確定することとなる。 
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（問 44）利子税の計算 

（問）納税猶予の期限が到来した税額を納付する場合、併せて利子税を納付しなければならない

が、どのように計算するのか。 

 

（答） 

利子税については、納税の猶予の期限が到来する税額に、申告書の提出期限の翌日から納税猶予

の期限までの期間に応じ、年 3.6％の割合を乗じて計算する。 

  なお、各年の特例基準割合が 7.3％に満たない場合には、その年中における利子税の割合について

は、一定の割合に軽減される。 

  また、特例経営贈与承継期間等を経過後に納税猶予の期限が到来した場合には、当該特例経営贈

与承継期間等における利子税の割合は、「年零％」に軽減される。 

 

（解説） 

１ 納税猶予の期限が到来した税額を納付する場合、併せて利子税を納付しなければならないが、

この利子税については、納税の猶予の期限が到来する税額に、申告書の提出期限の翌日から納税

猶予の期限までの期間に応じ、年 3.6％の割合を乗じて計算することとされている（措置法 70の

７の５㉒等）。 

  なお、各年の特例基準割合が 7.3％に満たない場合には、その年中における利子税の割合につ

いては、次の算式により計算した割合（0.1％未満の端数切捨て）とされており（措置法 93⑤）、

例えば、平成 30年については、特例基準割合が 1.6％であるため、利子税の割合は 0.7％に軽減

されることとなる。 

 （算式） 

      3.6％ × 
特例基準割合

７.３％
 

   (注) 「特例基準割合」とは、各年の前々年の 10 月から前年の９月までの各月における銀行の新規の短期貸出

約定平均金利の合計を 12 で除して得た割合として、各年の前年の 12 月 15 日までに財務大臣が告示する割

合に１％の割合を加算した割合をいう（措置法 93②）。 

    

２ また、特例経営贈与承継期間等を経過後に納税猶予の期限が到来した場合には、当該特例経営

贈与承継期間等における利子税の割合は、「年零％」に軽減される（措置法 70 の７の５㉓等）。 
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（問 45）事業の継続が困難な事由の概要 

（問）差額免除の適用の前提となる、事業の継続が困難な事由とは、具体的にはどのような事由

か。 

 

（答） 

「事業の継続が困難な一定の事由」とは、次に掲げる事由をいう（措置法令 40の８の５㉒、40の

８の６㉙、40の８の８㉑）。 

１ 直前事業年度及び当該直前事業年度の直前の３事業年度（当該直前事業年度の終了の日の翌日

以後６月を経過する日後に措置法第70条の７の５第12項各号のいずれかに掲げる場合に該当す

ることとなった場合には、２事業年度。以下２において同じ。）のうち２以上の事業年度におい

て、経常損益金額（会社計算規則第 91 条第１項((経常損益金額))に規定する経常損益金額をい

う。）が零未満であること。 

(注) 上記の「直前事業年度」とは、特例経営承継受贈者等又は特例認定贈与承継会社等が措置法第 70 条の７

の５第 12項各号又は第 70条の７の６第 13項各号（第 70条の７の８第 17項において準用する場合を含む。

以下同じ。）のいずれかに掲げる場合に該当することとなった日の属する事業年度の前事業年度をいう。 

 

２ 直前事業年度及び当該直前事業年度の直前の３事業年度のうち２以上の事業年度において、各

事業年度の平均総収入金額が、当該各事業年度の前事業年度の平均総収入金額を下回ること。 

 (注) 上記の「平均総収入金額」とは、次の算式により計算した金額をいう（以下３において同じ。）。 

     特例認定贈与承継会社の各事業年度の総収入金額 

      特例認定贈与承継会社の各事業年度の月数 

 (※) 上記算式の「総収入金額」は、当該特例認定贈与承継会社等の総収入金額のうち、会社計算規則第 88 条

第１項第４号に掲げる営業外収益及び同項第６号に掲げる特別利益以外のものに限られる。 

 

３ 次に掲げる算式のいずれか（直前事業年度の終了の日の翌日以後６月を経過する日後に措置法

第70条の７の５第12項各号又は第70条の７の６第13項各号のいずれかに掲げる場合に該当す

ることとなった場合には、イに掲げる算式）に該当すること。 

イ 
直前事業年度の終了の日における負

債の帳簿価額 
≧ 直前事業年度の平均総収入金額 ×６ 

ロ 
直前事業年度の前事業年度の終了の

日における負債の帳簿価額 
≧ 

直前事業年度の前事業年度の平均

総収入金額 
×６ 

(注) 上記算式の「負債」は、利子（特例経営承継受贈者等と特別の関係がある者に対して支払うものを除く。）

の支払の基因となるものに限られる。 

 

４ 次に掲げる算式のいずれかに該当すること。 

 イ 判定期間における業種平均株価  ＜ 前判定期間における業種平均株価 

 ロ 前判定期間における業種平均株価 ＜ 前々判定期間における業種平均株価 

(注)１ 上記算式の「判定期間」とは、直前事業年度終了の日の１年前の日の属する月から同月以後１年を経

過する月までの期間をいい、「前判定期間」とは、判定期間の開始前１年間をいい、「前々判定期間」

とは、前判定期間の開始前１年間をいう。 
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２ 上記算式の「業種平均株価」とは、措置法令第 40 条の８の５第 22 項第４号に規定する業種平均株価

をいう。 

 

５ 特例経営承継受贈者等（措置法第 70 条の７の５第 12 項各号（第４号を除く。）又は第 70 条

の７の６第 13 項各号（第４号を除く。）のいずれかに掲げる場合に該当することとなった時に

おいて特例認定贈与承継会社等の会社法第 329 条第１項に規定する役員又は業務を執行する社

員であった者に限る。）が心身の故障その他の事由により当該特例認定贈与承継会社等の業務に

従事することができなくなったこと。 

 

（参考）特例認定贈与承継会社等の事業の継続が困難な事由とその判定について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （注）上記は、各事業年度が１年間の場合である。 

 

 

 

 

 

一号
（赤字）
・

二号
（収入減少）

① 直前事業年度終了後６月以内

② 直前事業年度終了後６月後

三号
（収入負債割合）

四号
（業種平均株価）

譲渡等が発生した
事業年度直前事業年度

① 直前事業年度終了後６月以内

② 直前事業年度終了後６月後

① ②

判定対象期間判定対象期間判定対象期間判定対象期間

判定対象期間判定対象期間判定対象期間

判定対象期間判定対象期間

事業年度Ⅱ事業年度Ⅲ 事業年度Ⅰ

４事業年度のうち２以上

３事業年度のうち２以上

直前事業年度終了の日

直前又はその前事業年度終了
の日のいずれか

いずれかの期間

五号
（事業継続困難）

譲渡等の時

判定対象時点

判定対象時点

６月
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（問 46）事業の継続が困難な事由の判定（その１）：基準となる業種の判定 

（問）甲は、乙から贈与されたＸ株式会社の株式について「贈与税の納税猶予の特例措置」の

適用を受けているが、このたび、その株式の全てを譲渡した。 

   判定期間（前判定期間）の類似業種の上場企業の株価（業種平均株価）が前判定期間（前々

判定期間）の業種平均株価を下回る場合には、事業の継続が困難な事由に該当するところ、

当該譲渡時におけるＸ株式会社の事業が該当する業種はＡ工事業であるが、前々事業年度

まではＢ工事業に該当していた。 

この場合、各判定期間の業種平均株価の算定は、いずれの業種を基準とするのか。 

 

  

 

 

 

  (注)Ｘ株式会社の各事業年度は、毎年４月１日から３月 31 日までの１年間である。 

 

（答） 

 いずれの判定期間も、譲渡時における業種であるＡ工事業を基準として、業種平均株価を算定す

る。 

 

（解説） 

１ 差額免除の適用の前提となる事業の継続が困難な事由については、措置法令第 40 条の８の５第

22 項において規定されており、そのうちの一つに、次に掲げる事由のいずれかに該当すること、

がある（同項第４号）。 

⑴ 判定期間における業種平均株価  ＜ 前判定期間における業種平均株価 

⑵ 前判定期間における業種平均株価 ＜ 前々判定期間における業種平均株価 

(注) 上記算式の「判定期間」とは、直前事業年度（措置法第 70 条の７の５第 12 項各号のいずれかに掲げる場

合に該当することとなった日の属する事業年度の前事業年度をいう。）終了の日の１年前の日の属する月から

同月以後１年を経過する月までの期間をいい、「前判定期間」とは、判定期間の開始前１年間をいい、「前々

判定期間」とは、前判定期間の開始前１年間をいう。 

   つまり、事業年度が１年である会社の場合、「判定期間」は直前事業年度、「前判定期間」は前々事業年度、

「前々判定期間」は前々々事業年度が、それぞれ該当する期間となる。 

 

２ 上記１の算式の「業種平均株価」とは、特例認定贈与承継会社の事業が該当する業種に属する

事業を営む上場会社の株式の価格の平均値をいうところ（措置法令 40 の８の５㉒四）、その「該

当する業種」については、措置法第 70 条の７の５第 12 項各号に掲げる場合に該当することとな

った時における特例認定贈与承継会社の行う事業によることとされている（措置通 70の７の５－

27）。 

 

３ したがって、問の事例においては、譲渡時における業種であるＡ工事業を基準として各判定期

間における業種平均株価を算定し、上記１の事由の有無の判定を行うこととなる。 

譲渡
×４年
４/１

×５年
４/１

×６年
４/１

×７年
４/１

Ａ工事業 Ａ工事業Ｂ工事業Ｂ工事業

直前事業年度前々事業年度前々々事業年度
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４ なお、措置法第 70 条の７の５第 12 項各号に掲げる場合に該当することとなった時における特

例認定贈与承継会社の事業が該当する業種の判定は、昭和 39年４月 25 日付直資 56ほか１課共同

「財産評価基本通達」（以下「評価基本通達」という。）181（(類似業種)）及び 181―２((評価会

社の事業が該当する業種目))に準じて行い、具体的には、その該当することとなった日の属する

事業年度の直前事業年度終了の日以前一年間における取引金額（評価基本通達 178 の⑷の取引金

額をいう。）に基づき行うこととなる。 

 (参考) 差額免除については、譲渡等の対価の額がその時における特例対象受贈非上場株式等の時価に相当す

る金額の２分の１以下であるかどうかで適用が異なるところ、この「時価に相当する金額」も評価基本通達の

定めに基づき算定することとされている（措置通 70 の７の５－28）。 

したがって、この場合に算定する類似業種比準価額に係る類似業種と、上記の「業種平均株価」を算定する 

場合の特例認定贈与承継会社の事業が該当する業種とは、一致することとなる。 

 

  



 76 

（問 47）事業の継続が困難な事由の判定（その２）：心身の故障等の事由による場合 

（問）Ａは、甲から贈与されたＸ株式会社の株式について「贈与税の納税猶予の特例措置」の適

用を受けているが、特例経営贈与承継期間を経過したことから、３年前にＸ株式会社の役員

を退任している。 

このたびＡは、病気により長期間入院をすることとなったことから、これを機にＸ株式会

社の株式を売却し、差額免除の適用を受けたいと考えているが、この病気による入院は「事

業の継続が困難な事由」に該当するか。 

 

（答） 

 Ａは既にＸ株式会社の役員を退任しているため、この病気による入院は、事業の継続が困難な事

由に該当しない。 

 

（解説） 

１ 差額免除の適用の前提となる事業の継続が困難な事由については、措置法令第 40 条の８の５第

22 項において規定されており、そのうちの一つに、特例経営承継受贈者による特例認定贈与承継

会社の事業の継続が困難となった事由がある（同項五）。 

この事由については、措置法規則第 23 条の 12 の２において具体的に規定されており、特例経

営承継受贈者が心身の故障その他の事由により当該特例認定贈与承継会社の業務に従事すること

ができなくなったこととされている。 

 

２ ただし、この場合の特例経営承継受贈者は、特例対象受贈非上場株式等の譲渡等、措置法第 70

条の７の５第 12 項各号のいずれかに掲げる場合に該当することとなった時において特例認定贈

与承継会社の会社法第 329 条第１項に規定する役員又は業務を執行する社員であった者に限られ

ている（措置法規則 23の 12 の２㉓）。 

 

３ 病気による長期間の入院は、一般的には、措置法規則第 23 条の 12 の２に規定する事由に該当

すると考えられるが、問の事例のＡは、既にＸ株式会社の役員を退任しており、「譲渡等の時にお

いて特例認定贈与承継会社の役員であった者」に該当しないため、問の事例における病気による

入院は、差額免除の適用に係る「事業の継続が困難な事由」には該当しないこととなる。 
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（問 48）差額免除の申請書が申請期限までに提出されない場合 

（問）Ａは、甲から贈与されたＸ株式会社の株式について「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用

を受け、特例経営贈与承継期間を経過したが、このたび、Ｘ株式会社の業績の悪化に伴いその

株価が下落したことから、その株式の全てを譲渡した。 

   この業績の悪化は措置法第 70 条の７の５第 12 項に規定する事業の継続が困難な一定の事

由に該当するところ、Ａは同項の規定による差額免除の適用を受けたいと考え、当該譲渡をし

た日から３月後に、差額免除の申請を行った。 

   当該申請は認められるか。 

 

（答） 

Ａの免除申請は認められない。 

 

（解説） 

１ 差額免除の適用を受けようとする特例経営承継受贈者は、措置法第 70 条の７の５第 12 項各号

に掲げる場合に該当することとなった日から２月を経過する日（その該当することとなった日か

ら当該２月を経過する日までの間に当該特例経営承継受贈者が死亡した場合には、当該特例経営

承継受贈者の相続人（包括受遺者を含む。）が当該特例経営承継受贈者の死亡による相続の開始が

あったことを知った日の翌日から６月を経過する日。以下「申請期限」という。）までに、当該免

除を受けたい旨、免除を受けようとする贈与税に相当する金額及びその計算の明細その他の措置

法規則第 23 条の 12の２第 24項に規定する事項を記載した申請書（当該免除の手続に必要な書類

として同条第 25 項に規定する書類を添付したものに限る。）を納税地の所轄税務署長に提出しな

ければならないこととされている（措置法 70 の７の５⑫）。 

 

２ また、当該申請書の提出に関し、その提出がなかった場合のゆうじょ規定は法令上設けられて

いない。 

 

３ 問の事例のＡは、譲渡をした日から３月後に差額免除に係る申請書を提出しており、申請期限

までに提出されていないことから、差額免除の適用を受けることはできないこととなる。 

(注)１ 上記は、措置法第 70 条の７の５第 13 項の規定による差額免除に係る申請書を申請期限までに提出しなかっ

た場合についても同様である。 

  ２ ２分の１以下の対価で譲渡等した場合における措置法第 70 条の７の５第 14 項の規定による追加免除につ

いても、同項に規定する再申請期限（譲渡等の日から２年を経過する日から２月を経過する日（当該２年を経

過する日から２月を経過する日までの間に特例経営承継受贈者が死亡した場合には、当該特例経営承継受贈者

の相続人（包括受遺者を含む。）が当該特例経営承継受贈者の死亡による相続の開始があったことを知った日

の翌日から６月を経過する日）をいう。）までに申請書を提出しなかった場合には、その適用はないこととさ

れている（措置法 70 の７の５⑯）。 
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（問 49）２分の１以下の対価で譲渡等した場合の適用条項 

（問）Ａは、甲から贈与されたＸ株式会社の株式について「贈与税の納税猶予の特例措置」の適

用を受け、特例経営贈与承継期間を経過したが、このたび、Ｘ株式会社の業績の悪化に伴い、

その株式の全てを時価の２分の１以下の対価で譲渡した。 

   当該譲渡は差額免除の適用要件を満たすものであるところ、Ａが差額免除の適用を受ける

場合には、譲渡対価が時価の２分の１以下であることから、必ず措置法第 70 条の７の５第

13 項が適用され、納税猶予が２年間継続されることとなるのか。 

 

（答） 

 Ａの選択により、措置法第 70 条の７の５第 12項又は第 13 項の規定が適用される。 

 

（解説） 

１ 特例対象受贈非上場株式等を時価の２分の１以下の対価で譲渡した場合における差額免除と２

年間の納税猶予の継続は措置法第 70 条の７の５第 13 項の規定によるものであるが、同項では、

「・・・次項の規定の適用を受けようとするときは、前項の規定にかかわらず、・・・申請書を納

税地の所轄税務署長に提出した場合に限り、・・・を免除し、・・・を猶予中贈与税額とすることが

できる。」と規定している。 

 

２ つまり、措置法第 70 条の７の５第 13 項の規定による２年間の納税猶予の継続は、特例経営承

継受贈者がその申請書を提出した場合に限り適用されるものであり、譲渡対価が時価の２分の１

以下であった場合であっても、その者の選択により、措置法第 70 条の７の５第 12 項の規定によ

る差額免除の申請を行うことが可能である。 
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（問 50）差額免除と申請免除の適用関係 

（問）Ａは、甲から贈与されたＸ株式会社の株式について「贈与税の納税猶予の特例措置」の適

用を受け、特例経営贈与承継期間を経過したが、このたび、Ｘ株式会社の業績の悪化に伴い、

民事再生法の規定による再生計画の認可の決定があり、当該再生計画に基づき、その有する

Ｘ株式会社の株式の全てを譲渡した。 

   当該譲渡は、再生計画に基づくものであり、申請免除（措置法 70の７の５⑪において準用

する措置法 70の７⑯）の要件を満たすものであるが、差額免除（措置法 70の７の５⑫）の

要件も満たしている。 

   この場合、Ａはいずれの規定による免除を受けることができるのか。 

 

（答） 

 Ａの選択による。 

 

（解説） 

１ 措置法第 70 条の７の５第 11 項において準用する措置法第 70 条の７第 16 項の規定に基づく免

除（以下「申請免除」という。）は、差額免除と同様に、特例経営贈与承継期間経過後に、①特例

対象受贈非上場株式等を譲渡等した場合又は特例認定贈与承継会社が②合併により消滅した場合、

③株式交換等により他の会社の株式交換完全子会社等となった場合若しくは④解散をした場合に

おいて、一定の要件のもと、納税の猶予に係る期限が確定する贈与税のうち一定の金額を税務署

長の通知により免除するものである。 

 (注) 申請免除は、一般措置及び特例措置の両措置に設けられているが、差額免除は、特例措置にのみ設けられて

いる。 

 

２ これらの免除に係る要件はそれぞれ異なるものの、その対象となる行為の類型は上記１のとお

り同様であるため、問の事例のように、申請免除と差額免除のいずれの要件も満たす場合も生じ

ることとなる。 

 

３ この場合、措置法には、その適用の優劣について規定はないことから、申請免除と差額免除の

いずれかの規定の適用を受けるかは、特例経営承継受贈者の選択によることとなる。 
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（問 51）追加免除に係る雇用の確保 

（問）次の各事例は、措置法第 70条の 7の５第 14 項の規定による追加免除に係る雇用確保要件

を満たしているか。 

 

譲渡時の直前における常時

使用従業員の数 

譲渡の日から２年を経過す

る日における常時使用従業

員の数 

 

うち、譲渡時から２年を経

過する日まで引き続き常時

使用従業員である者の数 

① 20 人 25 人 18 人 

② 20 人 25 人 ８人 

③ 20 人 15 人 13 人 

④ 20 人 15 人 ７人  

 

 

（答） 

 事例①及び③のみ、追加免除に係る雇用確保用件を満たす。 

 

（解説） 

１ 追加免除は、譲渡等の日から２年を経過する日において、事業を継続している場合として一定

の場合に該当することが要件とされているが（措置法 70 の７の５⑭）、その要件の一つとして、

一定の雇用の確保が必要とされている（措置法令 40 の８の５㉛二）（その他の要件については問

38 参照）。 

 

２ 具体的には、その譲渡等の時の直前における特例認定贈与承継会社の常時使用従業員のうち、

その譲渡等の時からその２年を経過する日まで引き続き常時使用従業員である者の数が、その該

当することとなった時の直前における当該特例認定贈与承継会社の常時使用従業員の総数の２分

の１に相当する数(注)以上であることが必要となる。 

 (注) その数に１人未満の端数があるときはこれを切り捨てた数とし、その譲渡等の時の直前における常時使用

従業員の数が１人のときは１人となる。 

 

３ このように、追加免除に係る雇用確保要件は、個々の従業員の雇用が継続されているかどうか

（者としての雇用の継続が必要）により判定するものであり、単に一定の数として雇用の確保を

することが要件とされている一般措置における雇用確保要件（措置法 70 の７③二等）とは異なっ

ている。 

 

４ 問の事例では、譲渡の時の直前における常時使用従業員の数が 20 人であることから、そのうち

10 人以上の者について、譲渡の時から２年を経過する日まで引き続き常時使用従業員として雇用

を継続することが必要となる。 

したがって、問の事例の①及び③が、この要件を満たすこととなる。 
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（問 52）特例対象受贈非上場株式等の譲渡等の判定（その１）：差額免除の適用を受けない場合 

（問）Ａは、次のとおりＸ株式会社の株式を、甲及び乙から贈与により取得し「贈与税の納税猶

予の特例措置」の適用を受けている他、自己資金により購入している。 

このたび、Ａは、その有するＸ株式会社の株式のうち 100 株を譲渡したが、いずれの株式

を譲渡したこととなるのか。 

   なお、当該譲渡は、差額免除の適用要件を満たしていない。 

 【取得の状況】 

  ×２年  30 株 自己資金により購入 

×３年  90 株 甲から贈与により取得 

  ×４年  20 株 乙から贈与により取得 

  ×６年  10 株 自己資金により購入 

    ×20 年  100 株  売却 

 

（答） 

措置法令第 40条の８の５第 37項において準用する措置法令第 40条の８第 62項及び第63項の規

定により、自己資金で取得した 40 株（30 株＋10 株）と、甲から贈与により取得した特例対象受贈

非上場株式等のうち 60株を譲渡したものとされる。 

 

（解説） 

１ 特例経営承継受贈者が特例対象受贈非上場株式等に係る特例認定贈与承継会社の非上場株式等

で特例対象受贈非上場株式等以外のものを有している場合、また、特例対象受贈非上場株式等の

うちに取得時期が異なるものがある場合に、当該特例認定贈与承継会社の非上場株式等を譲渡等

（譲渡又は贈与をいう。以下同じ。）をしたときは、特例対象受贈非上場株式等に係る譲渡等をし

たのかどうか不明であることから、措置法令第 40条の８の５第 37 項は、措置法第 70条の７の５

第 12項又は第 13 項の規定による差額免除の適用を受ける場合を除き、措置法令第 40条の８第 62

項及び第 63 項を準用し、次により譲渡等をした株式等の判定を行うこととしている。 

 

２ まず、特例経営承継受贈者が特例認定贈与承継会社の非上場株式等で対象株式等（特例対象受

贈非上場株式等、特例対象非上場株式等及び特例対象相続非上場株式等をいう。以下同じ。）以外

のものを有する場合において、当該特例認定贈与承継会社の非上場株式等の譲渡等をしたとき（免

除対象贈与をしたときを除く。）は、当該対象株式等以外の非上場株式等から先に譲渡等をしたも

のとみなし、免除対象贈与をしたときは、当該対象株式等から先に贈与をしたものとみなすこと

とされている（措置法令 40 の８の５㊲において準用する措置法令 40の８○62）。 

 

３ また、特例経営承継受贈者が、その有する対象株式等の譲渡等をした場合には当該対象株式等

のうち先に取得をしたもの（当該先に取得をしたものが免除対象贈与により取得をした特例対象

受贈非上場株式等である場合には、当該特例対象受贈非上場株式等のうち先に措置法第 70 条の７

第１項又は第 70 条の７の５第１項の規定の適用を受けた他の経営承継受贈者又は特例経営承継

受贈者に係るもの）から順次譲渡等をしたものとみなすこととされている（措置法令 40 の８の５

㊲において準用する措置法令 40 の８○63）。 
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４ したがって、問の事例については、まず、自己資金で購入した株式（特例対象受贈非上場株式等

以外の株式）40株から譲渡したものとみなされ、残り 60 株については、特例対象受贈非上場株式

等のうち、先に取得をした甲からの贈与に係る株式を譲渡したものとみなされることとなる。 

 

５ なお、問の事例は譲渡によるものであるが、仮に、Ａが 100 株を免除対象贈与をした場合には、

特例対象受贈非上場株式等から先に贈与をしたものとみなされ、また、その内訳は、先に取得し

たものから贈与をしたものとみなされることから、甲からの贈与に係る株式 90株及び乙からの贈

与に係る株式 10 株となる。 

 

６ おって、上記１のとおり、措置法令第 40条の８の５第 37 項においては、措置法第 70 条の７の

５第 12 項又は第 13項の規定の適用を受ける場合には、措置法令第 40条の８第 62 項及び第 63項

の規定を準用しないこととされているため、上記の取扱いはされない（この場合の取扱いについ

ては、問 53 参照）。 

 

 

（参考）所有株式等の推移 

 
×２年 ×２年 ×４年 ×５年 ×２０年

【３０株：購入】 【９０株：甲から贈与】 【２０株：乙から贈与】 【１０株：購入】 【１００株：譲渡等】

３０株

９０株

２０株

１０株

２０株

３０株

３０株

９０株

３０株

２０株

９０株

３０株

１２０株３０株 １４０株 １５０株

５０株

５０株

１０株

１０株

３０株

譲渡

免除対象贈与

自 自

甲

自

甲

乙

３０株

１０株

６０株

自

甲

乙

自

甲

乙

自

甲

自

自

１０株

９０株

甲

乙

【△１００株】

【△１００株】

自

乙
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（問 53）特例対象受贈非上場株式等の譲渡等の判定（その２）：差額免除の適用を受ける場合 

（問）Ａは、次のとおりＸ株式会社の株式を、甲及び乙から贈与により取得し「贈与税の納税猶

予の特例措置」の適用を受けている他、自己資金により購入している。 

このたび、Ａは、その有するＸ株式会社の株式のうち 100 株を譲渡したが、いずれの株式

を譲渡したこととなるのか。 

   なお、当該譲渡は、差額免除の適用要件を満たしていることから、Ａはその適用を受けた

いと考えている。 

 【取得の状況】 

  ×２年  30 株 自己資金により購入 

×３年  90 株 甲から贈与により取得 

  ×４年  20 株 乙から贈与により取得 

  ×６年  10 株 自己資金により購入 

  ×20 年  100 株 売却 

 

（答） 

 譲渡した株式の内訳は、Ａの選択による。 

 

（解説） 

１ 問 52の解説のとおり、特例経営承継受贈者が特例対象受贈非上場株式等に係る特例認定贈与承

継会社の非上場株式等で特例対象受贈非上場株式等以外のものを有している場合などにおいて、

当該特例認定贈与承継会社の非上場株式等を譲渡等したときに、いずれの非上場株式等を譲渡等

したかについては、措置法令第 40 条の８の５第 37項において準用する措置法令第 40条の８第 62

項及び第 63 項の規定によることになるが、この規定は、措置法第 70 条の７の５第 12項又は第 13

項の規定による差額免除の適用を受ける場合には準用されない。 

 

２ そこで、この場合に譲渡等をした株式の判定をどのように行うのか疑義も生じるが、この点、

差額免除の適用に係る申請書の記載事項を規定している措置法規則第23条の 12の２第24項第４

号においては、措置法第 70 条の７の５第 12項第１号又は第 13 項の規定の適用に係る譲渡等が特

例対象受贈非上場株式等の一部の譲渡等である場合又はこれらの規定の適用に係る譲渡等の直前

において特例経営承継受贈者が特例認定贈与承継会社の非上場株式等で特例対象受贈非上場株式

等以外のものを有する場合には、当該特例経営承継受贈者は、当該申請書にこれらの規定の適用

を受けるものとして選択をしたものに係る特例対象受贈非上場株式等の内訳を記載することとし

ている。 

つまり、特例経営承継受贈者が、これらの規定の適用を受けるものとして選択をした特例対象

受贈非上場株式等が、譲渡等を行った株式等に該当することとなる。 

 

３ 問の事例においても、Ａが差額免除の適用を受ける場合には、譲渡をした株式の内訳はＡの選

択によることとなる。 
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《相続時精算課税の特例関係》 

 

（問 54）納税猶予分の贈与税額が算出されない場合 

（問）Ａは、叔父である甲からＸ株式会社の株式の贈与を受けたが、当該株式の価額は 2,000 万円

である。 

Ａは当該贈与について、措置法第 70 条の２の７第１項の規定に基づき相続時精算課税制度

を選択することができるか。 

 

（答） 

 Ａは、相続時精算課税制度を選択することができない。 

 

（解説） 

１ 相続時精算課税適用者に係る特例である措置法第 70 条の２の７第１項は、その適用を受けるこ

とができる者について「贈与により第 70 条の７の５第１項の規定の適用に係る特例対象受贈非上

場株式等・・・を取得した同条第１項の規定の適用を受ける特例経営承継受贈者」と規定してい

る。 

  つまり、措置法第 70 条の２の７第１項の規定は、措置法第 70 条の７の５第１項の規定の適用

を受けることが前提とされているものである。 

 

２ 問の事例の場合、Ａが贈与により取得した株式の価額（2,000 万円）は相続時精算課税の特別控

除額（2,500 万円）以下であり、相続時精算課税制度の適用を受けたものとして計算した場合の納

税猶予分の贈与税額は「ゼロ」となり、猶予される税額は算出されないことから、Ａは措置法第

70 条の７の５第１項の規定の適用を受けることはなく、したがって、措置法第 70条の２の７第１

項の規定の適用を受けることができないこととなる。 

 

３ なお、Ａは、措置法第 70条の２の７第１項の規定による相続時精算課税の適用を受けることが

できないだけであり、暦年課税により計算した納税猶予分の贈与税額が算出される場合には、所

要の要件を満たすことで措置法第 70 条の７の５第１項の規定の適用を受けることができる。 
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（問 55）直系卑属以外の推定相続人が贈与を受ける場合 

（問）Ａは、叔父である甲から贈与を受けたＸ株式会社の株式につき「贈与税の納税猶予の特例措

置」の適用を受けるとともに、措置法第 70条の２の７第１項の規定に基づき、相続時精算課

税制度を選択したいと考えている。 

   Ａは甲の推定相続人（直系卑属には該当しない。）であるところ、Ａは当該贈与につき、相

続時精算課税制度の適用を受けることができるか。なお、その年１月１日において、Ａは 40

歳、甲は 70 歳である。 

 

  （参考）親族関係図 

    

 

 

 

 

 

 

 

（答） 

 Ａは、相続時精算課税制度を選択することができる。 

 

（解説） 

１ 相続時精算課税適用者に係る特例である措置法第 70 条の２の７第１項は、その適用を受けるこ

とができる者について「特例贈与者・・・の推定相続人以外の者（その特例贈与者の孫を除き、そ

の年１月１日において 20歳以上である者に限る。）」と規定している。 

 

２ この措置法第 70 条の２の７第１項の「推定相続人」とは、相続税法第 21 条の９第１項に規定

する推定相続人、すなわち、「贈与をした者の推定相続人であって、その贈与をした者の直系卑属

である者のうちその年１月１日において 20歳以上であるもの」をいうものと解されている（措置

通 70の２の７―２）。 

 

３ したがって、甲の「直系卑属である推定相続人」に該当しないＡは、措置法第 70 条の２の７第

１項の規定に基づき、相続時精算課税制度を選択することができる。 

 

 

（参考）各規定における相続時精算課税制度の適用対象者   

規定 相続税法第 21条の９ 措置法第 70 条の２の６ 措置法第 70 条の２の７ 

対象者 
贈与者の 20 歳以上の推定 

相続人（直系卑属に限る） 
贈与者の 20 歳以上の孫 

20 歳以上の者 

（左記を除く） 

 

亡

亡

甲

亡

Ａ

Ｘ社
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《一般措置に係る改正関係》 

 

（問 56）一般措置の改正の概要 

（問）平成 30年度税制改正では、一般措置についてどのような改正が行われたのか。 

 

（答） 

 一般措置に関する平成 30 年度税制改正による主な改正は、次のとおりである。 

 

１ 適用対象となる贈与者及び被相続人の要件等の改正 

平成 30 年度税制改正では、一般措置に係る贈与者又は被相続人の要件が改正され、複数の者か

らの贈与又は相続についても一般措置の適用が可能とされた（措置法令 40 の８①、40 の８の２

①）。  

具体的には、 

① その会社の非上場株式等について最初に一般措置の適用に係る贈与又は相続等を受ける場合

には、従前の要件（注）と同様であるが、 

② その贈与又は相続等の後に当該会社の非上場株式等につき他の贈与者又は被相続人から贈与

又は相続等を受ける場合には、当該他の贈与者又は被相続人の要件は、その会社の非上場株式

等を有していた個人（贈与の場合には、これに加え、その贈与の時において当該認定贈与承継

会社の代表権を有していないもの）とされた。 

(注) 「贈与税の納税猶予の一般措置」に係る従前の要件は、贈与の時前において認定贈与承継会社の代表権を有

していた個人で、次に掲げる要件の全てを満たすものである。 

イ 当該贈与の直前（当該個人が当該贈与の直前において当該認定贈与承継会社の代表権を有しない場合には、

当該個人が当該代表権を有していた期間内のいずれかの時及び当該贈与の直前）において、当該個人及び当

該個人と特別の関係がある者の有する当該認定贈与承継会社の非上場株式等に係る議決権の数の合計が、当

該認定贈与承継会社の総株主等議決権数の 100 分の 50 を超える数であること。 

ロ 当該贈与の直前（当該個人が当該贈与の直前において当該認定贈与承継会社の代表権を有しない場合には、

当該個人が当該代表権を有していた期間内のいずれかの時及び当該贈与の直前）において、当該個人が有す

る当該認定贈与承継会社の非上場株式等に係る議決権の数が、当該個人と特別の関係がある者（当該認定贈

与承継会社の経営承継受贈者となる者を除く。）のうちいずれの者が有する当該非上場株式等に係る議決権

の数をも下回らないこと。 

ハ 当該贈与の時において、当該個人が当該認定贈与承継会社の代表権を有していないこと。 

 

なお、同一の会社の非上場株式等について他の者から追加で贈与又は相続等を受けるもの（上

記②）については、特例措置と同様、経営（贈与）承継期間の末日までに贈与税又は相続税の申告

書の提出期限が到来するものに限られている（措置法 70 の７①、70の７の２①）。 

 (注)  経営（贈与）承継期間の意義については、問 16 の解説参照。 

 

２ 特例措置の創設に伴う改正 

 ⑴ 一般措置の適用を受ける者の要件について、その会社の非上場株式等について特例措置の適

用を受けていないことが追加された（措置法 70の７②三ト、70の７の２②三ホ）。 

 ⑵ 一般措置の適用を受けている者が行う免除対象贈与について、特例措置の適用に係る贈与が

追加された（措置法 70の７⑮三、70 の７の２⑯二、70の７の４⑪）。  
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（問 57）複数の者から贈与を受けた場合の雇用確保要件の判定（その１）：通常の場合 

（問）Ａは、×１年 10月１日に甲からＸ株式会社の株式を贈与され「贈与税の納税猶予の一般措

置」の適用を受けた後、×４年６月１日に乙からもＸ株式会社の株式を贈与され、「贈与税の

納税猶予の一般措置」の適用を受けている。 

   この場合における「雇用確保要件」の判定について、①判定時点、②判定の基礎となる常時

使用従業員数、③判定の基礎となる従業員数確認期間はどのようになるのか。 

 

（答） 

 甲・乙いずれの者から受けた贈与についても、次のとおりとなる。 

 ① ×７年３月 15 日 

 ② 甲の贈与時（×１年 10月１日）における常時使用従業員数 

 ③ ×２年３月 16 日から×７年３月 15 日まで 

 

（解説） 

１ 「贈与税の納税猶予の一般措置」では、事業の承継後５年間平均で贈与時の雇用の８割を維持

することが納税猶予の継続の要件（以下「雇用確保要件」という。）とされている（措置法 70 の

７③二）。 

 

２ 平成 30 年度税制改正により、複数の者からの非上場株式等の贈与又は相続等について一般措置

の適用が可能とされたが、この改正に伴い、この雇用確保要件の判定については、従業員数確認

期間の末日において、従業員数確認期間内にある各基準日における認定贈与承継会社の常時使用

従業員の数の合計を従業員数確認期間内にある基準日の数で除して計算した数が、経営承継受贈

者が受けた最初の贈与の時（対象受贈非上場株式等に係る認定贈与承継会社の非上場株式等につ

いて、当該贈与の時前に一般措置の適用に係る相続等により当該非上場株式等の取得をしている

場合には、最初の相続の開始の時）における常時使用従業員の数に 100 分の 80を乗じて計算した

数を下回る数となるかどうかで行うこととされた（措置法 70 の７③二、措置法令 40の８㉓）。 

 

３ そして、「従業員数確認期間」とは、認定贈与承継会社の非上場株式等について一般措置の適用

を受けるために提出する最初の贈与税の申告書又は相続税の申告書の提出期限の翌日から同日以

後５年を経過する日（当該経営承継受贈者又は当該経営承継受贈者に係る贈与者が同日までに死

亡した場合には、その死亡の日の前日）までの期間をいい、「基準日」とは、その提出期限の翌日

から１年を経過するごとの日をいうこととされている（措置法 70 の７③二）。 

 (注) 上記は「相続税の納税猶予の一般措置」及び「贈与者が死亡した場合の相続税の納税猶予の一般措置」につ

いても同様である（措置法 70 の７の２③二、70 の７の４③）。 

 

４ したがって、同一の会社の非上場株式等を、複数の者から異なる時期に、贈与又は相続等によ

り取得し、それぞれ一般措置の適用を受けた場合であっても、雇用確保要件の判定は別々に行う

ことなく、原則として、同一の基準でもってその判定を行うこととなる。 

 （注）贈与者が上記３の５年を経過する日までに死亡した場合の取扱いについては、問 58 を参照。 

 



 88 

５ 問の事例では、×１年 10 月１日に、Ｘ株式会社の株式について一般措置の適用に係る「最初」

の贈与を受けていることから、雇用確保要件の判定に当たっては、同日における常時使用従業員

数を基礎とすることとなる。 

  また、従業員数確認期間については、最初の贈与に係る贈与税の申告期限（×２年３月 15 日）

の翌日から同日以後５年を経過する日となることから、具体的には、×２年３月 16日から×７年

３月 15 日までとなり、その末日において、雇用確保要件の判定が行われることとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）最初の一般措置の適用が相続の場合 
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（問 58）複数の者から贈与を受けた場合の雇用確保要件の判定（その２）：贈与者が死亡した場合 

（問）Ａは、×１年 10月１日に甲からＸ株式会社の株式を贈与され「贈与税の納税猶予の一般措

置」の適用を受けた後、×３年４月１日に乙からもＸ株式会社の株式を贈与され「贈与税の納

税猶予の一般措置」の適用を受けていたところ、×５年６月１日に甲が死亡した。 

   これにより、甲から贈与された株式はＡが相続により取得したものとみなされるが、次のそ

れぞれの場合について、「雇用確保要件」の判定に係る①判定時点、②判定の基礎となる常時

使用従業員数、③判定の基礎となる従業員数確認期間はどのようになるのか。 

⑴ Ａが「贈与者が死亡した場合の相続税の納税猶予の一般措置」の適用を受けない場合 

⑵ Ａが「贈与者が死亡した場合の相続税の納税猶予の一般措置」の適用を受ける場合 

 

（答） 

⑴ Ａが「贈与者が死亡した場合の相続税の納税猶予の一般措置」の適用を受けない場合 

   次の表のとおりとなる。 

 甲からの贈与 乙からの贈与 

① ×５年５月 31日 ×７年３月 15日 

② 甲の贈与時（×１年 10 月１日）における常

時使用従業員数 
同左 

③ ×２年３月 16日から×５年５月 31日まで ×２年３月 16日から×７年３月 15日まで 

 

⑵ Ａが「贈与者が死亡した場合の相続税の納税猶予の一般措置」の適用を受ける場合 

   乙から受けた贈与及び甲からの相続について、いずれも、次のとおりとなる。 

  ① ×７年３月 15日 

  ② 甲の贈与時（×１年 10 月１日）における常時使用従業員数 

  ③ ×２年３月 16日から×７年３月 15日まで 

   なお、甲から受けた贈与については、「贈与者が死亡した場合の相続税の納税猶予の一般措置」

の適用を受けることから、雇用確保要件の判定は不要となる。 

 

（解説） 

１ 問 57の解説のとおり、同一の会社の非上場株式等を、複数の者から異なる時期に、贈与又は相

続により取得し、それぞれ一般措置の適用を受けた場合であっても、雇用確保要件の判定は別々

に行うことなく、同一の基準でもってその判定を行うことが原則である。 

 

２ ただし、一般措置の適用を受けるために提出する最初の贈与税の申告書又は相続税の申告書の

提出期限の翌日から同日以後５年を経過する日までに当該経営承継受贈者又は当該経営承継受贈

者に係る贈与者が死亡した場合には、従業員数確認期間の末日は、その死亡の日の前日とされて

いる（措置法 70 の７③二）。 

したがって、当該贈与者からの贈与については、その死亡の時において「最初の贈与税の申告

書又は相続税の申告書の提出期限の翌日からその死亡の日の前日」までを従業員数確認期間とし

て、雇用確保要件の判定を行うこととなる。 

 （注）この場合であっても、雇用確保要件の判定の基礎となる常時使用従業員の数は、最初の贈与の時（当該贈与
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の時前に一般措置の適用に係る相続又は遺贈によりその認定贈与承継会社の株式等の取得をしている場合に

は、最初の相続の開始の時）における常時使用従業員の数によることに変わりはない。 

 

３ なお、経営承継受贈者に係る贈与者が死亡した場合には、当該贈与者から取得した対象受贈非

上場株式等については、当該経営承継受贈者が相続又は遺贈により取得したものとみなされるが、

この際、「贈与者が死亡した場合の相続税の納税猶予の一般措置」の適用を受けるときは、上記２

の贈与者の死亡時における雇用確保要件の判定は不要とされており（措置法 70 の７③二）、当該

措置による相続税の納税猶予の制度の下、上記１の原則的な基準に基づき雇用確保要件の判定が

されることとなる（措置法 70の７の４③）。 

 

４ 問の事例の⑴では、Ａは甲の死亡の際、「贈与者が死亡した場合の相続税の納税猶予の一般措置」

の適用を受けないことから、甲から受けた贈与については、その死亡の日の前日において、「×２

年３月 16 日から×５年５月 31 日まで」を従業員数確認期間として、雇用確保要件の判定を行う

必要がある。 

  他方、乙から受けた贈与については、原則的な基準に基づき雇用確保要件の判定を行うことと

なる。 

  なお、いずれの判定も、甲の贈与時（×１年 10 月１日）における常時使用従業員数を基礎とし

て行うことに変わりはない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 次に問の事例の⑵では、Ａは甲の死亡の際、「贈与者が死亡した場合の相続税の納税猶予の一般

措置」の適用を受けることから、甲からの贈与について、甲の死亡時における雇用確保要件の判

定は不要であり、当該措置による相続税の納税猶予の制度の下、乙から受けた贈与とともに、原

則的な基準に基づき雇用確保要件の判定を行うこととなる。 
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（問 59）贈与・相続の時点と贈与税・相続税の申告期限の先後関係が異なる場合の雇用確保要件の

判定 

（問）Ａは、Ｘ株式会社の株式を次のとおり取得し、それぞれ一般措置の適用を受けている。 

   この場合における「雇用確保要件」の判定について、①判定の基礎となる常時使用従業員数、

②判定の基礎となる従業員数確認期間はどのようになるのか。 

  ⑴ ×１年７月１日に甲から相続により取得（申告書の提出期限：×２年５月１日） 

⑵ ×１年９月１日に乙から贈与により取得（申告書の提出期限：×２年３月 15 日） 

 

（答） 

 甲・乙いずれの者から受けた相続・贈与についても、次のとおりとなる。 

 ① 甲の相続開始時（×１年７月１日）における常時使用従業員数 

 ② ×２年３月 16 日から×７年３月 15 日まで 

 

（解説） 

１ 問の事例の場合、Ｘ株式会社の株式の取得は甲からの相続による取得が先であるが、申告期限

は乙からの贈与による取得が先となることから、雇用確保要件の判定を行う場合における①判定

の基礎となる常時使用従業員数、②判定の基礎となる期間はどのようになるのか疑問も生じる。 

 

２ ところで、「贈与税の納税猶予の一般措置」では、雇用確保要件の判定の基礎となる常時使用従

業員数について、措置法令第 40 条の８第 23 項において「認定贈与承継会社の最初の同条第１項

の規定の適用に係る贈与の時における常時使用従業員…の数」と規定している。 

そして、この「最初の…贈与の時」については、措置法令第 40 条の８第 21 項第１号において

「最初の…贈与の時（対象受贈非上場株式等に係る認定贈与承継会社の非上場株式等について、

当該贈与の時前に法第 70 条の７の２第１項の規定の適用に係る相続又は遺贈により当該非上場

株式等の取得をしている場合には、最初の同項の規定の適用に係る相続の開始の時。次号及び第

23 項において同じ。）」と規定している。 

  問の事例では、Ａは乙からの贈与の時の前に、甲から措置法第 70条の７の２第１項の規定の適

用に係る相続によりＸ株式会社の株式を取得しているため、判定の基礎となる常時使用従業員数

は、当該相続の開始の時となる。 

 

３ また、判定の基礎となる従業員数確認期間については、措置法第 70 条の７の５第３項第２号に

おいて「当該対象受贈非上場株式等に係る認定贈与承継会社の非上場株式等について第１項又は

次条第１項の規定の適用を受けるために提出する最初の贈与税の申告書又は同項に規定する相続

税の申告書の提出期限の翌日から同日以後５年を経過する日」と規定されている。 

  問の事例では、甲からの相続に係る相続税の申告書の提出期限（×２年５月１日）よりも先に

乙からの贈与に係る贈与税の申告書の提出期限（×２年３月 15日）が到来する。したがって、従

業員数確認期間は、その提出期限の翌日から同日以後５年を経過する日までの期間となる。 

 

４ 上記２及び３の各規定は「贈与税の納税猶予の一般措置」に係るものであるが、「相続税の納税

猶予の一般措置」にも同様の規定が設けられている（措置法 70 の７の２③二、措置法令 40 の８

の２㉖㉘）。 
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５ したがって、甲から相続により取得した株式に係る一般措置及び乙から贈与により取得した株

式に係る一般措置とも、雇用確保要件の判定の基礎となる常時使用従業員数は、甲の相続開始時

（×１年５月１日）における数となり、また、従業員数確認期間は×２年３月 16 日から×７年３

月 15日までとなる。 

 

 

（参考）時系列 
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（問 60）経過措置関係（その１）：旧法猶予適用者が受ける追加の贈与等 

（問）甲は、平成 27 年に、父からＸ株式会社の株式の贈与を受け、「贈与税の納税猶予の一般措

置」の適用を受けているが、母から次のとおりＸ株式会社の株式の贈与を受けた場合には、当

該贈与につき「贈与税の納税猶予の一般措置」の適用を受けることができるか。 

   なお、母はＸ株式会社の代表権を有したことはない。 

  ① 平成 31 年に贈与を受ける場合 

  ② 平成 33 年に贈与を受ける場合 

  （注）母から贈与を受けた場合でも、甲の有するＸ株式会社の株式は、Ｘ株式会社の発行済株

式の総数の３分の２以下である。 

 

（答） 

 ①の場合には、Ａは、「贈与税の納税猶予の一般措置」の適用を受けることができる。 

 

（解説） 

１ 問 56 のとおり、平成 30 年度税制改正では、一般措置に係る贈与者又は被相続人の要件が改正

され、複数の者からの贈与又は相続についても一般措置の適用が可能とされた（措置法令 40の８

①、40 の８の２①）。 

 

２ この改正は、平成 30年１月１日以後に贈与又は相続等により取得する非上場株式等について適

用されるが（所得税法等の一部を改正する法律（平成 30 年法律第７号。以下「平成 30 年改正法」

という。）附則 118⑳㉒㉔）、平成 29 年 12 月 31 日以前の贈与又は相続等により取得した非上場株

式等につき一般措置の適用を受けた者についても、原則として、適用することとされている（平

成 30年改正法附則 118㉑㉓㉕）。 

したがって、既に、ある会社の非上場株式等について一般措置の適用を受けている者が、その

会社の非上場株式等を他の者から贈与又は相続等により取得した場合であっても、それが、経営

（贈与）承継期間の末日までに贈与税又は相続税の申告書の提出期限が到来するものであれば、

一般措置の適用を受けることができることとなる。 

 

３ 問の事例の甲は、平成 27年にＸ株式会社の株式につき最初の贈与を受けていることから、経営

贈与承継期間の末日は平成 33年３月 15日（注）となり、贈与の場合であれば、平成 32 年中までに

受けるものが「贈与税の納税猶予の一般措置」の適用対象となる。 

  したがって、①の場合は適用対象となるが、②については贈与税の申告書の提出期限（平成 34

年３月 15日）が経営贈与承継期間の末日後となるため、適用対象とならないこととなる。 

 (注) 平成 27 年中の贈与に係る贈与税の申告書の提出期限は、平成 28 年３月 15 日であり、経営贈与承継期間の

末日は、その翌日から５年を経過する日である平成 33 年３月 15 日となる。 

 

４ なお、一般措置の適用を受けている者は、その適用に係る会社の非上場株式等について特例措

置の適用を受けることはできないこととされているため（措置法 70 の７の５②六ト、70 の７の６

②七ホ）、甲が適用可能な制度は一般措置のみとなる（問５参照）。 
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（問 61）経過措置関係（その２）：旧法猶予適用者が行う免除対象贈与 

（問）甲は、平成 22 年に、父からＸ株式会社の株式の贈与を受け、「贈与税の納税猶予の一般措

置」の適用を受けている。 

   このたび、子Ａに対し、当該株式を贈与し、贈与税の免除を受けたいと考えているが、この

際、Ａは「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用を受けることができるか。 

 

（答） 

 Ａは、「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用を受けることができる。 

 

（解説） 

１ 問 56 のとおり、平成 30 年度税制改正による特例措置の創設に伴い、一般措置の適用を受けて

いる者が免除対象贈与を行う場合、一般措置に係るものだけでなく、特例措置の適用に係る贈与

も免除対象贈与の対象とされた（措置法 70の７⑮三、70 の７の２⑯二、70の７の４③）。 

 

２ この改正は、平成 30年１月１日以後の贈与又は相続等により取得する非上場株式等に係る贈与

税又は相続税について適用されるが（平成 30年改正法附則 118⑳㉒㉔）、平成 29 年 12 月 31 日以

前の贈与又は相続等により取得した非上場株式等につき一般措置の適用を受けた者についても、

適用することとされている（平成 30 年改正法附則 118㉑㉓㉕）。 

 

３ したがって、甲は、特例措置の適用に係る免除対象贈与を行うことができ、贈与を受けたＡは

「贈与税の納税猶予の特例措置」の適用を受けることができる。 

 

 

 


